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子どもの年齢区分に応じた主な施策の展開(令和3年度当初予算)

長崎市第四次総合計画

t拡大】特不妊治

.

F4-1

母と子の僅康増進を

図ります

妊娠

妊娠期

成費

子

母子健廉手帳交付

て応擢特別給付金給付事費(0歳)・妊崖婦新型ニロナウィルス感染症対策

妊産婦倭康診査費乳幼児、1歳6か月児、3 児継康診査

擾事業費【大】前

母子栄健庫づくり

乳児家庭全戸訪問

未熟児医療

On

F4-2

子育て支授の充実を
図ります

乳児

助産施設入所

市民提案型地勧業実施
(プレママ交流会)

身休陣害児成医療費

小児むし歯〒防

乳幼児催全発違支擢※総合事務所で予計上

社会福祉会子て応 (子て応

赤ちゃんの駅事業

1拡大1干てセンター運裳費

】宜福施価事業費(子育て支センター)

放謀後児クラブ等ICT化推進事業補助金(子育て支援センター)

民間保所等新型コロナウイルス蛾染症対策(子て支援センター

子て支擾センター遍営(障害支擾に特化した子て支擢センター)

【大】筆干のふれあい費(おび,パパデー)

F4 3

子どもの成長を商む

環境の充実を図ります

養支授訪問

親ち学びあし
(はしめてママ講座)

幼児
白鵡

保育所

,民間保所等施設型給付
・民間保所等運補助金
・特定教・保施設等実施棄補助金
・一般型一時預かり補助金
崎市保会研修費等補助金
・産休・病休代替員補助金
・市立保所【運)
・児福祉施設整働事業(市立保育所)
・児血福祉弊施設整備 補助金(民間保
・医療的ケア児保育支捜費補助金
・【斬細】市立保所費(1CT化推進費)
・【断細】保所排魅力向上支提事業費

児センター・児

E3 犯罪のない地域づくりを進めます

2 地域防記活動を椎進Lます

F4-・4

ひとり親球庭等の

自立を支援します

人権が尊垂され、様々な分野で男女がFI

参画する社会を実現します
2 人権侵害の被害から市民を守ります

母子保健訪問指導費

軽中度難聴児補聴器購入

運営

【新規】予防接種再接柤費
F8 安心できる儁生意境を確保します

1 患染症の発生と盤染拡大を防止Lます

児福祉システム整

児童手当

子て住まいづくり支橿

認定こども国
・民問保所等施設型給付
・市立認定こども園(運営)
・医療的ケア児保 補助金
・【】市立認定こゼも園費(1CT化推進費)
・【新規】保所捧魅力向上支擾事業費

家庭的保事業等

・地駐型保給付費(小規保
・【新規】保所等魅力向上支橿

小学生
9鳳

G1 次代を生きめく子どもを斉みます

3 学校・寂度・地域の連換による教育の
充実を園ります

報サイト「イーカオ」、子てガイドブック)

ファミリー・サボート・センター逼営

【新耀】干どもの困對策推進計固定費【規】子ども開設応擾費民間保所等斬型コロナウィルス感榮症対策

【拡大1子ぞも医療対簸費(入院・通院.乳幼児~中学生)特別児養手当

補助金多子世帯・3世代同居・近居)※建築郁住宅課で予算計上

幼確図 放課佳児童ケラづ

・民問保所等施股型給付 ・【斬耀1放課後児堂クラづ等【CT化推逸業費補助金
・私立幼稚園等擾輿補助金 ・【拡大1放徒児宣全成費
・私立幼稚圖系かり保促進補助金 ・児童福祉等施設整備 補助金
・幼稚園型【時預かり補助金 放諜後児杢クラブ)
島幼稚園運営
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・全国市会学校災害補償保険料(幼稚園)
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・【新規】保所等魅力向上支擾奉業讐

その他

・認可外保筋設等利用給付
業費 ・【規】庁舎等施設整皆事業費(施設改修ほか)

,移娘先候補者選定容査会(緑ケ丘保
所・仁団保所)

・病児・病後児保

民間保所等斬型コロナウィルス蛤染症対策費(病児・病徒児保育諾設、保育所、認定こども園(幼保連携型、保育所型)、小規横保業所、認可外保
児童福祉等諾設整業費(全天候型子ども遊戯施設)

児扶手当 【位大】ひとり家庶・寡医療封策

白菊寮運 広域入所

ひとり親家庇等自立促進センター賓ひとり穀家庭自立支擾助成 母子父子

子て短期支援(ショートステイ、トワイライトステイ)ひとり親家庭

母子父子福祉指

ともをるネ、トワク推進

補助金

所

12嵯

小児性特定疾病医

中学生

.

高校生
IB靴

交通遺児提助費

新規・拡大Φ菜

断・舷大事累

【拡大1特定不妊治療助成費
【支給要件及び助成金の拡充)

【拡大】産前産後支恨業費
(利用期問の琵及び委託料の見直し

大畢索

・放課後子ども教室推進

【拡大】児童盧待防止対繁費にども総合相談)

乳幼児インフルエンザ予防棲種費

(民問児童館

斬,拡大車案

【拡大】子育て支提センター運営費
(利用料1卯円の無料化

【新規】児蛮福祉等妬設整業
(子育て支擢センター)

【拡大】子ども医痴対策費(現物給付の助成対象
市町を隣接する4自治体まで拡大)

【拡大】地壊綬子のふれあい支援費
(江平・山里区域のお遊び教室拡充)

【新規】子どもの貧困対策推進計画策定費

【新規】子ども食堂開設庄樫費

【斬 1予

施設、放課徒児量ウラブ)

子どもを守る取組推進

定期予肪接種

檀種按■崇20童素

祉貴金貸付

日生活支

子ども会等育成椎進

業【特別会計)

【斬親】市立保所費・市立認定こども園費
acT化推進費)

【新規】保所等魅力向上支授車集費

【新規】庁者等怖設整業聾(施設改修ほか)

【新規】放課後児宣クラブ等10T化推進案費
補助金

【拡大】放課後児童催全育成貴
(長期休暇期間に係る利用料減免費補助)

子どもの見守り強化業費

まで

少年センター相饅・補導活動費

斬・拡大事桑

少年閏題儘議会

青少年全成活動補肋金

【拡大1ひとり親家庭・穿婦医擦對策費(現物給付
の助成対象市町を隣接する4自治体まで拡大)

規・大事素

新・拡大亭業

【拡大】児窒虐待防止対筑貴惰偲共有システムの導入
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予

1概

令和7年4月からの市立緑ケ丘保育所及び仁田保育所の民間移譲に伴い、旧仁田小学校跡地を

保育所用地として活用することとしているが、建築基準法等により、道路に通ずる通路を設ける必要
があるため、当該通路を整備するもの。

なお、市道稲田町6号線の令和3年度における道路拡幅工事に併せて整備する。

2 業内容

(1)通路整備所(予定)

説明書

項 目

6

財産

理費費

番

4-2

事業名

】庁等施設事業費
改修ほか

(新保育施設建設予定地)

仁田j学筏

陛ま^'愛愚様永'、

口

予算額

千円

3,900

^^^^^^

くCか・,

仁田保育所 ノ

゛

※通路の具体的な位置や形状については、設計の中で検討する。

②工期(予定)

設計委託令和3年4月~ 6月

工事令和3年8月~12月

(3)予額 3,900干円

(内訳)設計委託料

工事

卑
.

.

●■■■■■■■鹿■■■風仰■■■卑■■゛

.

.

島

^^^^^

(市稲田町6号

.
.
.

^蚤ゴ

. .

'...... 1,.^イ
ー・ーク"卵

通路

予定場所
(※)

3 財源内訳

事業

ーー1

^^^

゛

'

、
^^

道路(拡分)

ノ
1

i

i

゛

J

ノ

'

600千円

3.300千円

i

/

ノ

千円

3,900

一般財源

千円

3,900

J

国庫支出金

千円

1

J

^^

財

県支出金

千円

レ

源

地方

内

千円

訳

その他

千円

弾
施

費

款
 
2
 
務

、
,
、
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口
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口
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予算説明書

款

1 概要

令和7年4月からの市立緑ケ丘保育所及び仁田保育所(以下「両保育所」という。)の民問移譲に
伴い、移譲先候補者,を選定するための審査会を開催するもの。

なお、令和3年3月から令和3年Ⅱ月の間に7回開催を予定しており、令和3年度開催分の6回
分の経費を計上するもの。

2 事業内容

①審査会の内容

移譲先候補者の選定に関して、必要な募集要項や採点基準を策定し、応募者の審査を行う。

②委員構成 11人

・学識経験者等 4人

・地元住民の代表者(自治会代表者) 2人

・地域の子育て支援団体の代表者 1人

・両保育所の保護者 4人

③予算額 835千円

(内訳)

3

民生費

項

2

児童

福祉費

目

児童福祉

総務費

番号

3-1

事

移譲先候補者選定審査会費

緑ケ丘保育所・仁田保育所

業 名 予算額

節

報酬

需用費

使用料及び賃借料

3 財源内訳

役務費

千円

835

,

-3-

事業費

金 額

524千円

<参考:審査会開催スケジュール(予定)>

25千円

千円
835

26千円

260千円

審査会等

国庫支出金

選定審査会委員報酬

835千円

第1回

選定審査会に係る茶菓費

第2回

選定審査会資料郵送料

第3回

内

千円

選定審査会会場借上料等

公募

容

第4回

県支出金

令和3年3月

財

第5回

令和3年4月

移譲先候補者選定
報告書提出

第6回

時

令和3年5月

第7回

千円

源

令和3年6月~8月

期

令和3年9月

地方債

内

令和3年10月

千円

訳

令和3年"月

募集要項、採点基準の策定

その他

千円

応募者の現有施設の現地調査

内

公開プレゼンテーション

一般財源

ヒアリング審査・総合評価による審査

容

干円
835

●
后合



市立緑ケ丘保育所及び仁田保育所の民間移譲について>
方針

仁田佐古小学校の移転に伴い、老朽化している両保育所を統合して、公募により民間法人1

運営を移譲し、旧仁田小学校の校舎跡地に保育所を1か所新設する。

新設する保育所は、移譲先法人が建設し、令和7年4月から運営を開始する。
(1)移譲先法人が新設する施設

ア施設の種類

保育所を基本とする。ただし、移譲先法人の希望により、保育所の定員数を確保した
うぇで、幼保連型認定こどもとすることも可とする。
イ施設の定員数(予定)

⑦保育所の場合

120 人(2号 68 人、 3号 52 人)

(イ)幼保連携型認定こども園の場合

132 人(1 号 12 人、 2号 68 人、 3号52 人)

②公募の対隷とする法人及ぴ条件

社会福祉法人又は学校法人を公募の対象とする。

また、移譲を受けた法人は、保育所又は幼保連携型認定こども園(以下「保育所等」と
いう。)を、最低10年間、現地において運営する二とを公の条件とする。

③移譲先法人への市有財産の貸付等

移譲先法人が新設する保育所等の建設予定地(市有地)につぃて、移譲先法人の申し出
により、有譲渡又は有貸付とする。

有譲渡の場合、10年間は保育所等の用途に供することを条件とする。また、有貸付
^

の合、移譲から3年間は無でし付け、 4年目以降は、市の基準に基づき定した額ロ、

から5割減額した額で付を行うこととする。

<緑ケ丘保育所及び仁田保育所周辺図>

旧仁田小,^動場

緑ケ丘保胃所

仁酷古小M

仁田中央垂
(仁田鼻宥楕卦に写岐予宜

仁田保育所
(旧仁

金 号鐘

胃並に併)

尋田町8

仁皿・
●乳●いセリ,ー

旧仁田小単校控舎

輔

峯斬保育所建設予
(之咽市程度)

、
▲



2 今後のスケジュール(予定)

0長崎市

令和2年12月~令和3年11月

令和3年6月~8月

令和3年11月

移譲先候補者選定審査会の委員選定・設置・開催

移譲先候補者の公募(公募期間2か月程度)

移譲先候補者の選定

移譲先法人の決定

運営協会の設置令和4年4月

新舎建設に係る補助金の当初予算計上令和5年2月市譲会定例会

0移譲先法人(令和3年11月決定予定)

令和3年12月~令和4年2月土地の調査等

令和4年4月~令和4年12月新園舎の基本設計

令和5年4月~令和5年9月新園舎の実施設計

令和5年11月~令和7年1月新園舎の建設工事(15か月)

新保育所運営開始令和7年4月

く今後のスケジュール(イメージ図)

令和2年度令和3年度
移譲先候補者選定審査会
の委員選定設置・開催

市
市立保音所条例の改正、
補正予算計上移訳先幌

補看選定麿舎)

>

令和4年度

.

移砥先候柄郡服先
者の公男・怯人の

選定決定

.

令和5年度

当初予算計上
斬量杏建殴に民る話艶金)

運営協棋金の
設置開催

土地の

調盃等

令和6年度令和7年度

.

新国舎の

憂本設計

新国會の

寅施設計
斬園舎の
建設工畢

法人への

弓羅ぎ朋闇

新保育所
遅営闘始

移
譲
先
法
人
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ページ

172~

173

款

予算説明書

3

民生費

1 概要

子どもの貧困対策にっいては、社会全体で取り組むべき課題であることから、貧困

対策を総合的に推進するための計画を策定するもの。

令和3年度は、子ども及ぴ保護者の現状を把握し、支援を必要とする子どもやその

家庭に必要な施策を検討する基礎資料とするため、小学5年生、中学2年生及ぴその

保護者を対象として、国が示す調査項目等を基に生活実態等を把握するための調査を

実施する。

※「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が令和元年9月に改正され、市町村が子ども

の貧困対策についての計画を定めることが努力義務となってぃる。

計画は、国の「子供の貧困対策に関する大綱(令和元年Ⅱ月)」や「長崎県子どもの貧

困対.策推進計画(令和2年10月策定)」等を踏まえて策定することとなっている。

2

児童福祉費

項 目

児童福祉

総務費

番号

4-1

事業名

子どもの貧困対策推進
計画策定費

2 子どもの貧困対策推進計画

a}計画の期問 5年

②重点施策

「子どもの貧困対策の推進に関する法律」には国及び地方公共団体が講ずるべき

施策として、次の4項目を掲げており、「子供の貧困対策に関する大綱」の重点施策

になっている。

ア教育の支援

イ生活の安定に資するための支援

ウ保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

工経済的支援

予算額

千円

3,000

3 事業内容(令和3年度実施分)

①実態調査

ア調査対象.小学5年生の児童及び中学2年生の生徒並びにその保護者

イ調査内容

国が示している調査項目を基本とする。

(世帯人数、家族構成、勉強時間、授業の理解度、進学の見通し、

保護者の就労状況、家計の状況、子育て・生活に関する相談先の有無、

コロナ禍における精神的、経済的な影響等に係る質問など)

-6-



ウ調査数量等

調査数量

調査期間

小学5年生

中学2年生

子ども調査

実施方法

令和3年9月(予定)

地域のバランスを考慮しなが
ら、児童数及ぴ生徒数に応じて
学校及びクラスを抽出し、学校
を通じて配布・回収を行う。
(オンラインによる回答を併用)

児童 1,500 人

生徒 1,500 人

4 ・経費内訳

a)委託料 3,000千円

②委託内容調査票の印刷、封入・封械、調査結果の集計・分析など

5 計画策定スケジュール(予定)

3,000 人

(調査対象の子どもの保護者)

保護者調査

調査内容・実施方法の調整

亭項

調査の実施、結果の集計・分析

同左

理念・施策体系検酎

計回構成・素案検討

バブリックコメント実施・計画素

案の調整

罵

,

同左

晶

令和3年度

一般財源

鰹

計画築定・公表

千円

嵐

千円

500

盟

6 財源内訳

胃晶

事業費

慶竪鼠盟鷺

千円

000

令和4年度

※1 国庫補助率事業費(3,000千円)の 1/2 '(地域子供の未来応援交付金)

※2 こども基金繰入金

3,

国庫支出金※1

暦憾璽

千円

500

財

鹽圏

県支出金

儀

源

憾儒

千円

地方債

内

腰匪鰹

千円

訳

その他※2

ーフー

需

3
月

2
月

1
月

松
月

れ
月

伯
月

9
月

8
月

7
月

6
月

5
月

4
月

3
月

2
月

1
月

柁
月

"
月

扣
月

9
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月



ページ

172~

173

款

予算説明書

3

民生費

1 概要

児童虐待の発生防止・早期発見を図るため、児童相談所・警察などの関係機関から構成

される「長崎市親子支援ネットワーク地域協議会」(要保護児童対策地域協議会)を設置

し、ケースに応じたきめ細かい支援を行うとともに、児童虐待防止にかかる広報啓発活動
等を行う。

令和3年度は、転居した際に自治体間で的確に情報共有を行うとともに、児童相談所と

市町村において夜間・休日も含め、日常的に迅速な情報共有を行うこと力,てできる仕組み(以

下「情報共有システム」という。)として、国が令和3年4月から全国統一のシステムを
運用開始する。長崎市においても児童虐待にかかる迅速かつ的確な対応を行うことができ

ることから、早期に情報共有できる環境を整えるもの。

2

児童福祉費

項 目

児童福祉

総務費

肴号

4-3

事業名

児童虐待防止対策費

2 事業内容

①.'児童虐待対応等における相談・支援・関係機関との連携

②長崎市親子支援ネットワーク地域協議会・児童虐待防止研修会開催

③こども総合相談(子どもや子育てに関する全般の電話相談窓口)

④親子の心の相談(育児不安等について小児科医や精神科専門職による個別カウンセ

リング)

⑤児童虐待防止広報啓発活動(リーフレットや子育て相談力ードの配布)

⑥情報共有システムに係る改修及びハードウエア整備【拡大分】

予算額

20,

千円

1 13

3 情報共有システムの仕組み及ぴ改修内容

国が全ての自治体が利用できる専用の全国共通サーバーを整備。サーバーは都道府県ご

とに領域が区分されており、児童相談所及び市町村は児童に係る共有すべき情報を全国共

通サーバーの都道府県の領域に登録し、要保護児童等の情報を参照できるようにする。

本市においては、情報共有システムと連携するため、子育て支援課独自のシステムであ

る「こども総合相談システム」から、要保護児童等の情報を更新及ぴ参照できるよう必要
な改修を行う。(PI0参照)

令和3年10月運用開始予定。

-8-



4 事業費内訳

報酬等

報償費

予算額

需用費等

12,852

委託料等

会計年度任用職員(4名)報酬ほか

496
「親子の心の相談」講師謝礼金、長崎市親子支援ネットワーク地域協議会実

務者会議講師謝礼金ほか

2,035

計

5

4,730

児童虐待防止広報啓発用印刷製本費ほか

財源内訳

20,113

情報共有システム改修(4,290千円)及びハードゥエア整備費(220千円)

こども総合相談運用保守(220千円)

事業費

主な内容

千円
20,113

※1 国庫.補助率事業費のうち補助金対象額(18,859千円) 1/2

(児童虐待・DV対策等総合支援事業費補助金)

国庫補助率事業費のうち交付金対象額(592千円)1/3

(子ども・子育て支援交付金)

※2県補助率事業費のうち交付金対象額(592千円)1/3

(子ども・子育て支援交付金)

※3 こども基金繰入金(システム改修分2,145千円)、雇用保険料個人負担金(32千円)

国庫支出金※1

ノ

千円
9,627

(単位:千円)

県支出金※2

財源内訳

千円
197

地方債

千円

その他※3

千円

2,17フ

一般財源

千円
8,112

-9-
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1

こども総合相談システム

・児童記録など、
各ケースの対応
に当たり必要な

情報を管理

^

報共有システムの仕組み

情報共有システム

※LGVVAN・ASP (LGVVAN 伯治体を相互に接続する行政専用のネットワーク)
を介して、自治体職員に各種行政事務サービス)を活用
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児童記録表

且

ノ

長崎県DB

.

LGVVAN内全国共通サーバー

情報の更新
及び参照

.

長崎市の
専用端末

、

阜

転居した場合、ケース記録を共有

(転居先の自治体における迅速な
対応が可能)

^

且且

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

長崎県内市町

LGVVAN

^

A県DB

長崎県
児童相談所

^

^

、

、

且且且
A県市区町村 A県市区町村

A県

児童相談所
(都道府県)

^
^

1

ノ

^
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

町
録
的
行

市
記
常
を

・
ス
日
供

県
一
(
提
河

府
ケ
有
報
幼

道
が
共
情
こ

都
村
を
に
う

.

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

長
崎
市
庁
舎
内

ー
ー
ー
ー
ー
ー、



ページ
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予算説明書

款

3

民生費

1 概要

新型コロナウィルス感染症防止対策に伴う不要不急の外出自粛などで、子どもの状況が把握し

にくぃ中において、,虐待のりスクの高まりが懸念されている6このことから、子どもの見守り体制を

強化するため令和2年8月から相談等の'総合的な支援活動を展開している民間団体と連携し、支

援が必要な子ども等を早期に発見し、児童虐待に至る前に適切な支援にっなぐ子どもの見守躬金

化事業を実施している。

今後も外出自粛やイベントの中止など、子ども等の様子が見えにくい状況が続くことが想定され
ることから、引き続き地域で孤立しがちな児童及びその家庭など支援が必要な子どもを早期に発

見し、児童虐待に至る前に適切な支援につなぐもの。

2 事業内容

m 実施方法

民間団体に委託し、要保護児童対策地域協議会の支援対象児童と併せて、その団体が行っ

てぃる「つなぐ BANK」の仕組みやネットワーク等を活かし、支援が必要な児童の家庭を訪問する

などし、子どもとその家庭の状況を把握する。

その際、支援対象家庭との信頼関係構築において必要であれぱ食材等の提供を行う。

※「つなぐ BANK」ぱ、子どもの貧困対策に取り組んでいる一般社団法人ひとり親家庭福祉会ながさきが、行政

や民問団体等と連携し、ひとり親家庭の生活困窮世帯を総合的に支援する仕組み。2ケ月に1回程度、食材

を無償提供する宅所を設け、弁護士等の専門相談などにも応じている。

②委託先

一般社団法人ひとり親家庭福祉会ながさき

③支援対象児童等

次に該当する者のうち、長崎市が見守りを必要と判断した児童及ぴ保護者(概ね50世帯)

ア委託先の活動又はネットワークを通じて把握した児童と保護者(概ね20世帯)

イ要保護児童対策地域協議会の支援対象児童と保護者(概ね30世帯)

④委託内容(見守りの内容)

次の方法により、支援対象児童等の様子や家庭の状況等を把握し、定期的に長崎市に報告す

る。また、家庭訪問のきっかけの手段のーつとして、支援対象児童等の家庭状況は応じて、食材

等の提供を行う。

ア支援対象児童等が「つなぐBANK」の宅所に来所された際の相談

イ支援対象児童等の家庭を訪問

項

2

児宣

福祉費

児童福祉

総務費

目 番号

4-5

事

子どもの見守り強化事業費

業 名 予算額

千円

9,719

-11-



3 業費内訳

委託料

人件

食材等

賃借料

その他

業務責任者、相談員(1人)、相談員(2人延240日)等

食材、消耗品等

カーリース代、OA機器借上料ほか

燃料、通信運搬ほか

4 財内訳

事業

千円

9,719

※国庫補助率 10/10

国庫支出金※

千円

9,719

(児童虐待・DV対策等総合支援事業

5 イメージ図

、、、

騎棚

予

財

県支出金

千円

額

千円

9,719

5,075

察

児郡罰

源

地方

1,814

躯対別腫和居籍

髄機馴肝髄割

内

600

千円

訳

その他

千円

報告

・支捌、特郎峠況の腿畑する舗髄臓定
・鶴被拠噛する渉髄鴛合躍等

2.230

決定

民間団体

(つなぐBANK)

醐鵲榔談簸センター

婦婦談所喝婦瀕

補助金)

柚村

一般財源

千円

、嫉聴
~の把握

撒徽霞鯰鮪所・鱸騎

則胴特岐撒兜が那鷺婆施

撤姶

家庭の状況把握・相談対応

貯胴儲

民生児童類

朧鱸類

見守り鯏
側靴



ページ

172~

173

款

予算説明婁

3

民生費

1 概要

子ども食堂は、無料又は安価で食事を提供する民間の自主的な取組であり、地域の子
どもたちが安心して過ごせる居場所であると七もに、子ども食堂の活動を通じて、子ど

もとその家庭が抱える問題を発見し、必要な支援にっなげる見守り等の役割や機能を担
つてぃる(市内に 11 団体14か所を、把握)。

そ二で、地域で子ども食堂の開設を検討している者を応援するため、その運営を熟知
した者を派遣し、相談に応じ、助言、情報提供等を行うもの。

2 事業内容

m 実施方法

子ども食堂の運営を熟知した者(子ども食堂開設応援アドバイザー)・を長崎市が派
遣し、子ども食堂の開設を検討している個人・団体からの相談に応じ、助言、情報提
供等を行うことにより、開設を支援する。

②アドバイザー山本倫子(長崎県貧困対策統括コーディネーター)

③対象子ども食堂の開設を検討している個人・団体

④相談・助言内客

ア開設の相談・助言(事業計画、人員体制等)

イ周知の相談・助言(ホームページの作成、 UNE・Facebookの活用)

ウ食材調達の相談・助言(フードバンクと連携した食材の提供・分配)

工その他子ども食堂の運営に関する相談・助言・情報提供

⑤相談見込件数' 6件
開設に関心のある個人・団体

3 事業費内訳

謝礼金@5,000×3h X3 e X6 件=270,000円

4 財源内訳

2

児童福祉費

項 目

児童福祉

総務費

番号

4-6

事

子ども食堂開設応援費

業 名 予算額

千円

270

事業費

※1

※2

千円

270

国庫支出金※1

国庫補助率事業費(270千円)の1/2 (地域子供の未来応援交付金)

こども基金繰入金

千円
135

県支出金

財源内訳

千円

地方債

千円

その他※2

-13-

千円

135

一般財源

千円



ページ

172~

173

款

3

民生費

予算説明妻

1 概要

子どもの健康保持と子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、子どもの医療費のー
部を助成する。

令和3年度においては、現在、小・中学生が市内の医療機関を受診した場合は「現物

給付」で、市外の医療機関を受診した場合には「償還払い」で、保険診療に係る医療費

の一部を助成している制度について、令和3年10月から、「現物給付」助成の対象自治

体を長崎市に隣接する諌早市、西海市、長与町、時津町まで拡大し、市民の利便性の向
上や手続きに係る負担軽減を図る。

なお、ひとり親世帯等への医療費助成においても同様に拡大する。

2 事業内容

①助成制度

2

児童福祉費

項

児童福祉

総務費

目 番号

4-9

事業名

子ども医療対策費

区分

対象者

自己

負担額

予算額

通院

入院:

1,098,

1 医療機関あたり、1日 800円、

月上限 1,600円

(調剤薬局は負担なし)

中学校卒業まで

中学校卒業まで

現

支給方法

千円

788

《現物給付》:医療機関の窓口において、助成額を差し引いた自己負担額を支払う方法。

行

乳幼児:長崎県内現物給付

小・中学生:長崎市内現物給付

②受給者数の見込み(年間実人数見込み数)

区分

受給者数

変更なし

③制度拡大により支給方法が変更となる受給者数の見込み(年問実人数見込み数)

変更なし

拡大後

乳幼児

区分

乳幼児:変更なし

小・中学生:長崎市、諌早市、西海市、

約 20,400 人

受給者数

※乳幼児については、既に現物給付での助成を行っている。

小学生

小学生

約 19,400 人

約 860人

長与町、時津町で現物給付

中学生

中学生

約 9,800 人

約 440 人

計

計

約 49,600 人

約 1,300 人

-14-



3 事業費内訳

区分

扶助費

報酬等

需用費等

予算額

委託料等

1,018,421

計

(制度拡大に係る予算) 18,491 千円

2,191

医療費助成に係る扶助費

・役務費受給者証再発行に係る郵送料

・委託料受給者証印字封入封縛業務委託料

システム改修費

審査支払委託料(扶助費増加分)

・扶助費扶助費増加分

制度拡大に伴うスケジュール(案)

6β65

会計年度任用職員報酬及び交通費、雇用保険料等

71,311

福祉医療費受給者証印刷製本費、郵送料等

1,098,788

システム改修費、審査支払事務委託料、受給者証印字封入
封鰔業務委託費、サ」バデータ移行委託費等

4

内容

令和3年4月

時期

(単位:千円)

4月~7月

5

7月~

財源内訳

7月~9月

10月~

関係機関との協定喜締結

システム改修

事業費

市民への周知

4,船2 千円

6,315 千円

3,213 千円

150 千円

4,781 千円

受給者証等印刷物発行準備・発送(9月中旬)

現物給付拡大開始

※1

※2

, 098,

県補助率事業費のうち乳幼児に係る対象額(428,824千円)の V2

こども基金繰入金(制度拡大分等19,517千円)、保険料個人負担金(9千円)

千円

788

国庫

支出金

内容

千円

県支出金※1

財

214,

源

千円

41.2

地方債

内

千円

その他※2

訳

1 9,

千円

526

一般財源

864,

-15-

千円

850



《参考》長崎市の子どもに係る福祉医療費制度の主な経過

昭和49年10月

昭和55年4月

時期

平成3年4月

平成5年4月

平成11年8月

平成12年4月

平成 17年10月

乳児(0歳)の入院のみを対象に開始

平成 19年4月

乳児(0歳)の通院.も対象

平成28年4月

入院を3歳未満まで拡大

平成29年10月

通院を3歳未満まで拡大

平成30年10月

入院を4歳未満まで拡大

入院を6歳未満まで拡大

入院・通院共に小学校就学前までに拡大

支給方法を現物給付に変更(市単独)

主な内容

対象年齢を小学校卒業までに拡大(入院・通院)

入院を中学校卒業までに拡大

通院を中学校卒業までに拡大

、

-16-

イ



ページ

174~

175

款

予算説明書

3

民生費

1 事業概要

子育て支援センター(以下「センター」という。)は、子育て中の保護者の負担感の軽減
を図り、安心して子育てができる環境を整備するとともに、地域の子育て支援機能の充実
を図るため、子育てに関する相談や情報提供、交流や仲間づくりができる場所として、現
在市内に一般のセンター11力所、発達障害支援に特化したセン・ター1力所、併せて 12力
所に設置している(令和3年度は、一般のセンターを4区域に新たに開設を行う)。
センターの利用にあたっては、利用者は1日1組あたり100円の利用料を負担している

が、利用者にとって経済的な負担となっていることから、令和3年度からセンターをより
気軽に利用できるようにするため、無料化にするもの。

併せて、利用者負担金の無料化に伴い、運営団体の収入が減少することから、利用者負
担金相当額を補填するため、運営費補助金の限度額を改定するもの。

2 事業内容

n).無料化に伴う補助金の限度額の改定(予算額 3,882千円)
現行の補助金限度額に、1日あたりの平均利用組数を考慮した加算(利用者負担金

相当額)を行う。

(単位:千円)改定前後の限度額の比較等

項

2

児童福祉費

目

児童福祉

総務費

番号
事業名

フ-1
子育て支援センタフ

運営費

予算額

フフ,

千円

558

開設日数等

1日平均利用組数~10組

ガ

週

現行

①

"

補助金限度額

一般型

11~14組

発達障害支援特化型

5,146

加算額

②

15 組~

※1

※2

88

令和3年10月開設予定のため、補助増額は6か月分として,いる。

令和3年7月開設予定のため、補助増額は9か月分としている。

5,473

改定後

(①+②)

31 1

計

5,800

155

施設数

③

3,882

5,457

2,544

383

ノ

456

補助増額

②"X③

3,289

5,856

※1

35

5

6,256

26

3

2,579

1,555

88

2

465

2

3,37フ

※2 1

-17ー

766

912

70

16

26

週
 
6
 
日

3
日



②未設置区域にかかるセンターの新設(予算額 14,818千円)

未設置の6区域のうち、「日吉・茂木・南区域」「深堀・香焼・伊王島・高島区域」

「岩屋・.滑石・横尾区域」「小江原区域」の4区域につぃて、市の既存施設を活用し、

令和3年度に設置する。

また、開設日にっいては、「,日吉・茂木・南区域」を未就学児童数の状況などから「週

3日型」とし、そのほかの区域を「週6日型」とする。

ア新設予定の運営費補助金内訳

区

日吉・茂木・南

深堀・香焼・

伊王島・高島

-18-

域

岩屋・滑石,横尾

開設日

週3日型

小江原

イその他新設に係る経費

開設予定

※補助額は、現行の限度額で計算している。

週6日型

7月

10月

報酬

茂木合同庁舎内

報償費

深堀地区老人デイサービスセ

ンター跡

10月

活用施設

需用費

予算額

委託料

10月

滑石地区老人デイサービスセ

ンター跡

補助金

(単位:千円)

小江原地区老人デイサービス

センター跡

③既存センター分(予算額 58,858千円)

216

計

15

運営団体選定審査会委員報酬

補助額※

運営団体スタッフの事前研修に係る講師謝礼金

3

957

4,000

運営団体選定審査会茶菓費

1,908

5,191

非常通報装置設置委託料

報償費

備品購入に係る補助金

需用費

2,573

役務費

予算額

内容

委託料

2,573

計

賃借料

補助金

2,573

10

1,1 10 、

9,627

(単位:千円)

スタッフ研修会の講師謝礼金

計

39

施設の修繕料等

43

連絡調整用の郵送料

57,643

13

設備点検委託料

58,858

スタッフ研修会の会場借上料

運営費補助金

内容

(単位:千円)

合

合

合



3 事業費内訳

2①~③の計

報酬

報償費

需用費

予算額

役務費

委託料

賃借料

216

補助金

運営団体選定審査会委員報酬

25

1,113

4

スタッフ研修会の講師謝礼金

財源内訳

計

施設の修繕料等

39

1,000

事業費

連絡調整用の郵送料

設備点検委託料、非常通報装置設置委託料等

75,巧2

袷

内容

スタッフ研修会の会場借上料

フフ,弱8

千円

フフ,558

※1 国庫補助率事業費のうち交付金対象額(72,417千円)の1/3

(子ども・子育て支援交付金)

※2 県補助率事業費のうち交付金対象額(72,417千円)のi/3
(子ども,子育て支援交付金)

※3 こども基金繰入金(無料化分1,955千円)、事業者からの電気使用料等負担金(328千円)

運営費補助、備品購入に係る補助

国庫支出金※1

(単位:千円)

千円

24,138

県支出金※2

【参考】子育て支援センター未設置区域へのこれまでの対応にっいて

至和元璽因設置予定.4区域才設置.1区域
市の既存施設の活用が困難な4区域にっいて、民間施設を活用することとして、設置

場所の提案を含めた運営団体の公募を行い、「三重区域」には設置できたものの、他の3
区域は応募が無く設置に至らなかった。

千円

24,138

財源内訳

地方債

千円

その他※3

【4区城】

設置場所の提案を含めた

運営団体の公募

千円

2,283

予定

一般財源

千円

26,999

活用施設

民間施設
江平・山里

区

丸尾・西泊・福田

域

日吉・茂木・南

-19-

令和2年3月に開設

結果

応募がなかった

三重

合



また、令和2年度から市の既存施設を活用した設置が見込まれる3区域につぃて、令

和元年度中に設置場所と運営団体を決定することとしていたが、決定することができな

かった。

〔3区域】

設置場所を決定し、運営

団体の決定

予定

命和互^ 設置予定:3区域=設置:0区域

令和元年度の設置場所の提案を含めた運営団体の公募において、応募がなかった3区

域については、各区域の広い範囲の中で、応募団体に民間施設の借上げや場所の提案な

ど、すべてを委ねていたことにより応募がなかったと考えられることから、令和2年度

は、各区域内の民間施設の情報の把握や、子育て中の親子が利用しやすぃ、利便性の良

い場所と考えられるエリアを、一定整理してから募集する必要があるため、地域のご意

見もお聞きしながら進めていくこととしていたが、新型コロナの影響で地域との協議が

遅れ、設置できなかったし

活用施設

市の既存

施設

深堀・香焼・伊王島

区

岩屋・滑石・横尾

小江原・式見

域

当初の予定

地域との協議ができ

ず、設置場所を決定す

ることができなかった

活用

施設

結果

区域

・区域内で活用できる市の既存施設を再度調査したが、要
件を満たす施設はなかった(R2.10調査)。

・区域内の不動産会社に対し、センターに活用できる施設
の調査を行ったが、適当な物件はなかった(R2.10調査)。

・区域内の社会福祉法人等に対し、法人が所有する施設等
について調査を行ったが、活用できる施設はなかった
(R2.10 調査)。

・区域内の連合自治会に意見を聞いた結果、松山町交差点
から本原交差点までのバス路線沿いへの設置の要望が出
されナニ。

,センターに活用できる市の既存施設及び民問施設がない
ことから、新たに整備する必要があるため、令和3年度
から整備に係る実施設計を行うこととしている。

【3区域】

江平

山里

民間

施設

状況

-20-

丸尾

西泊

福田

・区域内で活用できる市の既存施設を再度調査したが、要
件を満たす施設はなかった(R2.10調査)。

・区域内の不動産会社に対し、センターに活用できる施設
の調査を行ったが、適当な物件はなかった(R2.10調査)。

・区域内の社会福祉法人等に対し、法人が所有する施設等
について調査を行ったが、活用で.きる施設はなかった
(R2.10 調査)。

・区域内の連合自治会に対し、区域内でセンター設置に適
したエリアについて、アンケートを行っている。、

日吉

茂木

南

・区域内の社会福祉法人等に対L、法人が所有する施設等
について調査(R2.10調査)を行ったが、活用できる施設
はなかった。

・現在、「茂木合同庁舎内」を活用したセンターの設置に向
けて、地域と調整を行っている。



ページ

174~175

予算説明書

款

3

民生費

1 概要

子ども.子育て支援事業計画に基づき、保育の量の確保及ぴ保育の質の向上にっいて取り組んでいるが、労

働環境等により新規採用保育士の定着率が低い状況がある。

二うぃった状況に対応するため、専門家による講演や保育の質の向上にっながる市内施設の先進事例を広く

紹介することで、各保育所等が保育士にとってより働きゃすい職場となり、保育土がいきいきと働くことで長崎市

全体の保育の質の向上及ぴ保育現場の職場環境改善を図る。

項

2

児童

福祉費

目

児童福祉

総務費

2 事業内容

(1)講演会等の概要

ア講師による講演会

イ保育所等の代表者による先進事例発表

※新型コロナウィルス感染症の拡大状況によっては、1ノモート形式での開催を検討する。

('2)対象者保育所等の職員など(600人程度)

(3)開催日令和3年11月7日(日)(予定)

(4)場所出島メッセ長崎(予定)

(5)予算額 1,900千円

(内訳)

番号

フーフ

事業名

保育所等魅力向上支援事業費

予算額

千円

1,900

節

報償費

旅費

需用費

使用料及ぴ賃借料

委託料

3 財源内訳

金

合計

額

事業費

200千円

105千円

131千円

千円

1,900

533千円

※こども基金繰入金

講師謝礼金

国庫支出金

931千円

1,900千円

講師旅費

内

資料印刷費等

開催委託費

会場借上料等

千円

県支出金

財源内訳

地方債

千円

その他(※)

-21-

千円

1,900

一般財源

千円

容

円
.
一

千
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174~175

予算説明書

款

1 概要

幼児教育・保育の無償化に伴い、保護者の就労等により、保育を必要とする子どもが認可保育所等以外の

施設等を利用する際に、保護者の経済的負担を軽減するため、利用料を給付する。

また、給付にかかる請求嵩等の整理・データ入力等の事務を民問事業者に委託し、事務負担軽減を図る。

2 事業内容

a)施設等利用給付費について

ア対象施設及ぴ給付限度額

(ア)幼稚園(新制度未移行)

月額2.57万円を上限に利用料給付(国立大学附属幼稚園は月額0,87万円)
(イ)預かり保育事業

月額1.13万円を上限に利用料給付

(ウ)認可外保育施設

(エ)一時預かり事業 月額3.7万円(3~5歳児)又は
(オ)病児保育事業

月額4.2万円(0歳~2歳児の市民税非課税世帯)
仂)ベビーシッター

を上限に利用料給付(組み合わせ利用が可能)
(キ)子育て援助活動支援事業

(ファミリー・サボート・センター事業)

イ予算額 204,002千円

ウ予算額の内訳

3

民生費

2

児童福祉費

項 目

児童福祉

総務費

番号

フ-8

事業名

認可外保育施設等利用給付費

予算額

千円

212,096

施設等

幼稚園

(新制度未移行)

-22-

延12回/年

預かり保育(在園児)

施設数

認可外保育施設

予算額

(千円)

一時預かり(aF在園児)

子育て援助活動支援事業

(ファミ1j-・サポート,センター事業)

6

月額上限又は

1回あたりの

平均利用額

148,306

58

私立

(※)内訳:認可外保育施設 6、事業所内保育施設 23、居宅訪問型保育事業 4

33

(※)

38,938

国立

計

2.57 万円/月

16.357

0β7万円/月

人数又は

利用回数

38

3~5歳児

3.7万円/月

1,13 万円/月

2

0~2歳児

42万円/月

369

137

465人/月

平均0.15万円/回

32

204,002

110人/月

給付方法

平均027万円/回

・現物給付

・年2回(4月及

び 10月)、 6か

月分を概算払と

する624人/月

38 人/月

延243 回/年

・償還払い
・児童ごとに複
数利用の上限
額を管理

・利用の翌月以

降に請求を受付

し、請求月の翌

月払とする



2)事務の外部委託について

ア業務委託の概要

(ア)提出類(求書・提供証明

印提出書類の内容確認

(ウ)提出書類のデータ入力作業

イ予算額の内訳

委託料 8,094千円

ウ給付事務のフロー

(ア)現物給付

等)の整理及び管理

d漫供証明書の発行

提供証明

(イ)

⑤代理受領額の通知

還払い

②利用 の請求【代理受領】

提供証明書

内訳表

の

3

請求書

領収証

④利用の給付【代理受領】

、

提供証明

3 財源内訳

事業

の

6 朔の給付【償還払い】

^^^^

書等整理 1
ータ入力 1

い

千円

212,096

国補助率

県補助率

※1

※2

^

,

持
揺
,を
,貨'

捗
↓
^^^

書等整理'1
ータ入力 1

^^^^^

財源内訳

国庫支出金(※1)県支出金(※2)地方債

千円千円千円

51,000102,001

ν2(子育てのための施設等利用給付費交付金)

ν4(子育てのための施設等利用給付費交付金)

提供証明書

領収証

求書

その他

千円

一般財源

千円

59,095

-23-
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予算説明書

款

1 要

新型コロナウィルス感染拡大を防止する観点から、病児・病後児保育施設において、マスクや消毒液等

の衛生用品や感染防止のための備品等を購入するとともに、民間保育所等に対して、同様の衛生用品や備
品等の購入費用を補助する。

併せて、病児・病後児保育施設において、職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施し

ていくための体制を整えるとともに、民問保育所等に対して、同様に事業を継続的に実施していくために必
要な経費を補助する。

2 事業内客

m 対象経費

民間保育所等におけるマスクや消毒液等の衛生用品や感染防止のための備品等の購入費用及び、

職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施するために必要な経費(かかり増し経費等)。

②予算額 146,228千円

(内訳)

3

民生費

項

2

児宣

福祉費

目

児童福祉

総務費

番号

フ-10

民間保育所等
新型コロナウイルス感染症
対策費

事 業 名

区分

委託

予算額

①病児・病後児保育施設

施設・事業種別

国の補助

対象事業

②民間保育所

146,228

千円

3民間認こど園
(幼保連携型、保育所型)

④小規模保育事業所

補助

⑤認可外保育施設

⑥民間児童館

施設数

⑦放課後児童クラブ

国の補助

対象外事業

⑧延長保育事業

⑨一般型一時預かり事業

4

消毒液等

⑩幼稚園型一時預かり事業

70

※の設数は、支の単位数
[上限額について]
①、⑥、⑨~⑫の1施設当たりの上限額は300千円
②~⑤、⑦の1施酘(1支援)当たりの上限額はイ定員19人以下 300 千円

定員20人以上59人以下 400千円
定員60人以上 500千円

⑧の1施設当たりの上限額は、⑧を実施する②~④の施設の上限額のν2の額
上限額については、令和2年度と令和3年度の合算額

⑰子育て支援センター

31

補助

予算額

900

かが贈し経費等

23,150

⑫子育て支援センター
(発達障害支援特化型)

31

ノ」、

1 1,330

(単位:千円)

154※

(92 クラブ)

計

300

200

計

6,023

7β45

72

計

1,840

13

100

1,200

41,980

32

29,173

0

3,280

12β56

15

13,170

424

3,650

100

16,970

8,127

200

11,125

2,088

2',130

425

112,226

200

150

58,950

700

146

14,986

112,372

2,209

33,702

3β00

8,827

154

-24-

4,297

33β56

145,928

300

146,228合



3 財源内訳

事業費

千円

146,228

※1 国庫補助率補助基準額(53,868千円)2②②~⑥のν2(保育対策総合支援事業費補助金)
補助基準額(92,060千円)2②①、⑦~⑪の V3(子ども・子育て支援交付金)、
国庫補助事業の市負担分(57,623 千円)の 10/10(新型コロナウィルス感染症対応地方
創生臨時交付金)

※2 県補助率補助基準額(92,060千円)2②①、⑦~⑪のV3(子ども・子育て支援交付金)

国庫支出金※1

千円

115,242

県支出金※2

財

千円

30,686

源

地方債

内

千円

訳

その他

千円

一般財源

千円

300

-25-
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款

民生費

予算説明書

1 概要

ボストコロナに向けたデジタル社会の実現を図るため、放課後児童クラブ及び子育て支援センターにお
いて、業務のICT化を推進するとともに、オンラインでの会議、研修を行うために必要な経費を補助する。

項

2

児童

福祉費

2 事業内容

a)予算額 42,部2千円

【補助対象】

・利用児童等の入退室管理や、オンライン会議やオンラインを活用した相談支援に必要なICT機器の
導入等の費用

・研修をオンラインで受講するために必要となるシステム基盤の導入に係る費用

②内訳 (単位:千円)

目

児童福祉

総務費

番号

フ-11

事

放課後児童クラブ等
ICT化推進事業費補助金

業

区分

名

国の補助
対象事業

放課後児童クラブ

予算額

国の補助
対象外事業

子育て支援センター

千円

42,862

事業種別

※1

※2

子育て支援センター(発達障害支援特化型)

3 財源内訳

1施設(1支援)当たりの上限額は500千円

放課後児童クラブの施設数は、支援の単位数

1」、 計

事業費

計

千円

42,862

施設数

※1 国庫補助率補助基準額(42,362千円)のν3(子ども・子育て支援交付金)

国庫補助事業の市負担分(14,122 千円)の 10/10(新型コロナウィルス感染症対応地方
創生臨時交付金)

※2 県補助率補助基準額(42,362千円)のV3(子ども・子育て支援交付金)

84※2

(56 クラブ)

国庫支出金※1

予算額※1

干円

28,242

7

91

県支出金※2

39,200

財

千円

14,120

92

3,162

源

42,362

地方債

内

500

42β62

千円

訳

その他

゛

千円

一般財源

-26-

千円

500

合
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款

予算説明書

3

民生費

1 概要

保護者が労働等により昼問家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後や土
曜日、長期休業期間等に適切な遊びや生活の場を与えて、その健全な育成を図る。

また、経済的な理由で放課後児童クラブの利用ができないということがないよう、市独自の取り組
みとして、ひとり親家庭等、傷病による生活保護受給世帯及ぴ就学援助受給世帯へ毎月の利用料
の減免措置を行っているが、令和3年度から新だに長期休暇の追加の利用料まで減免措置を拡大
することで、児童の放課後等の安全・安心な居場所の確保及ぴ保護者の就労促進を図る。

2 事業内容

(1)放課後児童クラブへの補助

1,593,975千円〔予算額及び内容〕

2

児童福祉費

項

児童福祉
総務費

目 番号

8-1

事業名

補助対象

支援の単位数

放課後児童健全育成費

168

予算額

予算額
(千円)

千円

1,596,666

744,666 運営費基本額
250日以上開所する放課後児童クラブ(以下
「クラブ」という。)の運営費の一部を補助(運

営に要する放課後児童支援員の人件費、事務費
等の経費に対する補助)

内

構成する児童の数力勺~19人の支援の単位
2,510 千円一a9 人一構成する児童数)×28 千円

912,432

容

構成する児童の数が20~35人の支援の単位
4,577 千円一(36一構成する児童数)×26 千円

161

構成する児童の数が36~45人の支援の単位
4,577 千円

構成する児童の数が46~70人の支援の単位
4,577 千円一(構成する児童数一45 人)X船千円

166

93,996

-27ー

構成する児童の数が71人以上の支援の単位
2,917 千円

開所日数加算
土曜日に開所(8時間以上)するクラブの

250日を超える日の運営費の一部を補助
(年間開所日数一250日)×18 千円

73,フ70 長時_間開所加
平日は6時間を超え、かつ 18時を超えて、長

期休暇等は8時問を超えて開所するクラブに延
長時間の運営費の一部を補助

平日分:1日6時問を超え、かつ'18時を超える
時問の年問平均時間数X3羽千円

長期等:1日8時間を超える時間の年間平均時
間X179 千円

区
分

基
本
額

運
営
費

加
算
分

小
計



放環

境

改

補助対象

支援の単位数

-28-

16

予算額
(千円)

ブ業

12,171

放設

置

促

進

事

ブ業

放課後児童健全育成事業を新たに実施するため

に必要な設備の整備・修繕及ぴ備品の購入・開所
準備に必要な経費に対する補助及び既存の放課
後児童健全育成事業を実施している場合における
設備の更新等に必要な設備の整備及び備品の購
入に対する補助

(1)開所準備経費を含まない場合
基準額 1,000 千円

(2)開所準備経費を含む場合
基準額 1,600 千円

内

2

障(

害

児S

受2

入人

費)

16,956 放課後児童健全育成享業を新たに実施するため

に必要な建物の改修、設備の整備・修繕、備品の
購入に対する補助

基準額 12,000 千円

1 15

障(

3害

人児

受以

入上

費)

213,500

19,700 障害児を3人以上受け入れるクラブで、障害児受
入推進事業による放課後児童支援員等の配置に加
えて、必要な専門的知識等を有する放課後児童支
援員等を配置するクラブに対する補助

基準額 1900千円

障害児を受け入れるために必要な専門的知識等
を有する放課後児童支援員等を配置するクラブに対
する補助

基準額 1,900 干円

13

容
区
分

課
後

善
事ク

ラ

課
後

ク
ラ

児
童

児
童



放運

補助対象

支援の単位数

童援

事

ブ業

28

予算額
(千円)

放送

46,221 学校敷地外の民家・アパート等を活用して新たに
実施する場合に必要な賃借料及び移転に係る経費
を補助(待機児童が既に存在している、または当該
事業を実施しなけれぱ、待機児童が発生する可能性
がある状況にあることが条件。)

賃借料補助基準額 2,996千円

移転関連費用補助基準額 2,500千円

童

26

内

ブ業

5,658

放処

-29-

学校敷地外で実施している場合に、児童の安全・
安心を確保するため、授業終了後の学校からクラブ
への移動時や、クラブから帰宅時に、バス等による
送迎を行うことに対する補助

基準額 493 千円

童善

1 14 174,882

等業

12

(1)家庭・学校等との連絡及ぴ情報交換等の育成
支援のいずれかに従事する職員を配置する場合
に、当該職員の賃金改善に必要な費用の一部を補
助

32,466

基準額 1,677 千円

(2×1)の育成支援に加え、地域との連携、協力等
のいずれかに従事する常勤職員を配置する場合

に、その賃金改善に必要な費用を含む当該常勤職
員を配置するための追加費用及び、常勤職員以外
の当該業務に従事する職員の賃金改善に必要な
費用の一部を補助

基準額 3,158 千円

3 1,フ73 円人以下の小規模なクラブに放課後児童支援員

等を複数配置する場合に運営費の一部を補助

基準額 591千円

容区
分

営
支

課
後
児

ク
ラ

迎
支

課
後
児

援
事ク

ラ

遇
改

課
後
児

等
事

支
援
員

ク
ラ
ブ
支
援
事
業

規
模
放
課
後
・
児
童

小



放キ

ヤ

課.リ

補助対象

支援の単位数

105

予算額
(千円)

童 遇

53,466 放課後児童支援員等に対し、経験年数や研修実

綾に応じた処遇改善を行う場合に、当該職員の賃

金改善に必要な費用の一部を補助

(1)放課後児童支援員を配置した場合

1 人あたり 129 千円

(2)経験年数5年以上かつ市長が認める研修を

受講した者を配置した場合

1 人あたり 258 千円

(3)経験年数 10年以上かつ市長が認める研修を

受講した者で事業所長的立場にある者を配置し

た場合

1人あたり 3舶千円

員業

内 容

補合

助計

5 526

基準額(1)~(3)の上限額

放課後児童クラブにおける要支援児童等の対応

や関係機関との連携強化等の業務を行う職員の配

置に必要な経費に対する補助

基準額 1,261千円

18

1,489,751

18,992

904千円

家賃等補助
クラブ施設としての借家に係る家賃に対する補助
基準額 100千円(月額上限)

(月額家賃が 100 千円を超える場合は、近隣の家
賃額を調査及び勘案し、補助額を決定)
※既に交付を受けているクラブに限る。

施設整備借入金償還金補助
クラブ施設の整備費に係る借入金償還金に対す

る補助
100千円(月額上限)

※既に交付を受けているクラブに限る。

施設補修費補助
自己所有するクラブ施設の補修費に対する補助
300千円(年額上限)
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区 分

補助対象

支援の単

位数

母減

利

免

168

予算額
(千円)

用

等
費

料

52,917

減

ひとり親又は兄弟で利用する世帯等で要件を満

たす児童の利用料をクラブが減免した経費に対す

る補助

免

就世

内

基準額児童1人当たり

4千円(月額上限)

1,008

費

容

傷病が理由の生活保護受給世帯の児童が放課

後児童クラブを利用する場合の利用料について、ク

ラブが減免した経費に対する補助

基準額児童1人当たり

8 千円(月額上限)

給費

13,507

独

就学援助受給世帯の児童が放課後児童クラブを

利用する場合の利用料について、クラブが減免した

経費に対する補助

基準額児童1人当たり

4千円(月額上限)

、"

17β00 R3 拡大
ひとり親等世帯、傷病による生活保護受給世帯

及び就学授助受給世帯,の児童が放課後児童クラブ
を利用する場合の長期休暇に係る利用料増額分に
つぃてクラブが減免した経費に対する補助

児童数見込み:ひとり親等世帯 1,324人
生活保護受給世帯 11人
就学授助受給世帯281人

計 1,616 人

基準額:児童1 人当たり(各季上限)
春休み 3千円
夏休み 6千円
冬休み 2千円

単合
独計

104,224

1,593,975

'

、
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(2)放課後児童クラブ支援員の研修

〔予算額及び内容〕

放課後児童クラブ支援員等の資質向上を目的として研修会を開催する。

・8回予定(救急法、障害児等研修等)

(3)その他経費

〔予算額及び主な内容〕

・屋上防水等施設修繕 800千円

・会計年度任用職員報酬 393千円

・備品購入 143 千円

・放課後児童クラブ消防用設備等保守点検委託費 44千円

3 財源内訳

事 業

※1 国庫補助率:事業費(1,4的,751千円)のν3(子ども・子育て支援交付金)

事業費(1,045干円)のν2(子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費

国庫補助金)

※2 県.補助率:事業費(1,489,751 千円)のν3(子ども・子育て支援交付金)

※3 二ども基金繰入金:【拡大分】長期休暇分利用料減免費に充当a7,800千円)

保険料個人負担金a 千円)

※参考:放課後児童クラブの状況

費

千円

1,596,666

国庫支出金

※1

1,045千円

千円

497,104

県支出金

※2

財

(増)541 人

源

千円

496,582

1,646千円

クラブ数

地方債

等

内

支援の単位

訳

千円

H30

※5/1 現在

その他

※3

登録児童数

(参考)

小学校児童数

千円

17,801

RI

※5/1 現在

一般財源

(参考)

利用率

94

千円

585,179

146

R2

※7/1 現在

5,656

96

19,340

157

5,881

29.2%

R3

96

18,975

162

増減

(R3 と R2 の差)

6,097

31.0%

96

18,741

168
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175

款

予算説明書

3

民生費

1 概要

放課後や週末等に小学校等を使用して、全ての子どもたちの安全・安心な活動場所を確保し、地

域住民の参画を得て、子どもたちに学習や様々な体験・交流活動の機会を提供し、子どもたちが地

域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりとして、放課後子ども教室を推進する。

2 事業内容

(1)放課後子ども教室の実施予算額 12,176千円

ア実施場所:小学校の教室や校庭等

イ"'実施回数:週2回程度平日の放課後、土・日曜日を基本として、地域の実情に合わせて実施

ウ活動内容:予習や復習、補習などの学習活動、スボーツや文化芸術活動などの体験活動、

地域住民や異年齢の子どもとの交流活動

工対象者:実施する小学校区に居住する全ての子ども

オ委託先:社会教育関係団体等(青少年育成協議会、子どもを守るネットワーク、PTA等)

力実施個所(委託事業)

項

2

児童福祉費

目

児童福祉

総務費

番号

8-2

事

放課後子ども教室推進費

業 名

区分

予算額

継続分

予算額

(千円)

千円

12,350

9,243

R3年度'

新規予定

30教室

仁田佐古・伊王島・茂木・長浦・女の都・小島・銭座・三重・土井首・

野母崎・日見・南・城山・南陽・飽浦・伊良林・朝日・為石・横尾・高島、

坂本・橘・三原・稲佐・小江原・手熊・桜が丘・西町・村松・愛宕

※自主運営事業:20教室

[R2年度からの継続:20教室]

2,933

計

10教室

古賀.山里・上長崎・小榊・畝刈・晴海台・福田・西浦上・北陽・大園

12,176

教室数

40教室

高城台・戸町・西城山・西山台・矢上・大浦・日吉

深堀・神浦・香焼・西北・滑石・虹が丘・川原

南長崎・形上・高尾・諏訪・式見・戸石
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キ委託料算定方法:1日当たりの謝礼金(児童数に応じて変動)X活動予定日数(上限80日)

十年間を通しての経費(コーディネーター謝礼金、保険料等)

※児童数及び実施日数により変動する。

【参考】委託料一覧

前年度の1日当たり

平均参加児童数

10人以上20人未満

10人未満

20人以上 30 人未満

30人以上 40 人未満

40人以上50人未満

1日当たりの

謝礼金

50人以上60人未満

60人以上 70人未満

70人以上80人未満

80人以上90人未満

4,440

90人以上 100人未満

5,920

固定費

フ,400

(2)放課後子ども教室開設セミナーの開催予算額 10千円

ア開催回数年1回

イ対象者放課後子ども教室の運営に係る総合的な調整役であるコーディネーターの人材発

掘を目指し、地域の社会教育関係団体等の関係者を対象に行う。

100 人以上

フ,400

フ,400

フ,400

10日

実施

53,220

8,訟0

8,880

(3)長崎市放課後対策推進審議会の開催予算額 164千円

ア担任事務本市の子どもの放課後対策の総合的な推進に関する重要事項の調査審議に関

すること。

イ開催回数年2回

ウ委員人数 10人

97,620

10,360

114,020

40日

実施

10,360

130,420

(単位:円)

61,220

11,840

130,420

230,820

130,420

291,620

80日

実施

130,420

352,420

3 財源内訳

146,820

352,420

408,420

146,820

352,420

528,420

163,220

352,420

648,420

163.220

413,220

事

648,420

179,620

413,220

648,420

業

474,020

648,,420

474,020

※国庫補助率:事業費(12,350千円)の V3(学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金)

費

7能,420

千円

12,350

534,820

768,420

8能,420

国庫支出金※

888,420

1,008,420

千円

4,116

財

県支出金

源

千円

内

その他

訳

千円

一般財源
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17フ

予算説明書

款

1 概要

子育て支援センター(以下「センター」という。)にっいては、長崎市子ども.子育て
支援事業計画に基づき、市内16区域に設置することとしているが、現在6区域が未設置
となっている。

未設置区域のうち、「深堀・香焼・伊王島・高島区域」、「岩屋・滑石・横尾区域」、.「小
江原区域」の3区域において、老人ディサービスセンター跡の施設を令和3年10月から
の開設に向けて、センターの機能を確保するための改修や、老朽化が進んでいる設備の
取替などの内部改修工事を行うもの。

2 事業内容

項

2

児童福祉費

目

児童福祉

総務費

看号

11-1

【補助】児童福祉等施設整備

事業費

子育て支擾センター

事 業

区域

名

深堀

香焼

伊王島

高島

活用施設

深堀地区老人デイ

サービスセンター

跡

予算額

岩屋

滑石

横尾

66,

千円

000

・授乳室、汰浴スペースの設置

・空調設備取替

・交流スペ・'・スの床をクッショ

ンフロアに変更

・照明をL印に取替など

滑石地区老人デイ

サービスセンター

跡

改修内容

・授乳室、給湯室の設置

・汰浴スペース、子ども用トイ

レの設置

'空調設備取替

・交流スペースの床をクッシヨ

ンフロアに変更

・照明を LEDに取替など

建築年月

(経過年数)

小江原

小江原地区老人デ

イサービスセンタ

一跡

H9年3月

(23年)

面積

(市)

・授乳室、給湯室の設置

・汰浴スペース、子ども用トイ

レの設置

・空調設備取替

・交流スペースの床をクッショ

ンフロアに変更

・照明をL印に取替

・出入ロドアの取替

,火災報知設備の移設

・問仕切りの設置

・換気設備の取替など

工事費

(千円)

239,6

H8年1月

(25年)

17,600

210.2 19,700

H12年4月

(20年)
199.2

】35-
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計 66,000
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3 財源内訳

財源内訳
事業費

国庫支出金※1 県支出金 地方債※2 その他※3 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 干円

66,000 25,626 32,200 8,174

※1 国庫補助率事業費のV2(1施設上限8,542千円X次世代育成支援対策施設整備交付金)

※2 起債充当率地方負担分(40,374千円)の80%(交付税措置率一%)

(社会福祉施設整備事業)

※3 こども基金繰入金(国庫補助事業の市負担分8,174千円)

4 スケジュール(予定)

4月
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《位置図・写真・平面図》

(1)深堀地区老人デイサービスセンター跡

旧深堀地区老人デイサービスセンター

(深堀体育館併設)
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(2)滑石地区老人デイサービスセンター跡

市亙北陽,小学校

旧滑石地区老人デイサービスセンター

6 石地区ふれあいセンター併設)
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(3)小江原地区老人デイサービスセンター跡

旧小江原地区老人デイサービスセンター
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款

3

民生費

予算説明書

1 概要

「あぐりの丘」に子どもが遊びながら成長できる全天候型の子ども遊戯施設を整備する

もの。

2 事業内容

m件 名 全天候型子ども遊戯施設建設工事

②建設場所 あぐりの丘街のエリア内

③工期(予定) 令和3年7月~令和4年7月

④建設工事費(全体) 920,000千円(建物に備え付けの遊具含む)

⑤令和3年度事業費 552,000 千円(920,000 千円 X60%(前金払+中間払))

3 財源内訳

2

児童福祉費

項 目

児童福祉

総務費

番号

11-2
【補助】児童福祉等施設整備

事業費

全天候型子ども遊戯施設

事 業 名

事業費

ノ

千円

552,000

※1 国庫補助率事業費(552,000千円)の1/2 (地方創生拠点整備交付金)

※2 起債充当率地方負担分(2.71,000千円)の95%(交付税措置率 70%)

(合併特例債)

※3 企業版ふるさと納税寄附金

スケジュール(予定を含む)

予算額

国庫支出金※1

千円

552,000

4

千円

276,000

県支出金

実施設計

財源内訳

項目

既存建物解体工事

千円

地方債※2

建設工事

千円

257,400

既存建物改修工事

令和2年度

4

外構工事

その他※3

7

千円

5,000

10

一般財源

令和3年度

千円

13,600

4 7 10

令和4年度

4 7
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③施設平面図
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債務負担行為

1 概要

川事業目的

「あぐりの丘」に子どもが遊びながら成長できる全天候型の子ども遊戯施設を整備する

もの。

②債務負担行為の理由

全天候型子ども遊戯施設の建設工事が令和4年度まで期間を要するため、債務負担行為

を設定するもの。

2 事業内容

全天候型子ども遊戯施設整備事業

事 項

令和3年度

期

令和4年度

間

合計

令和4年度

建設工事

(建物に備え付けの遊具含む)

3

限度額

(設定額)

財源内訳

事業内容

事業費

368,

債務負担行為に係る事業内容

千円

368,000

千円

000

※起債充当率事業費(368,000千円)の95%(交付税措置率 70%)

【参考】

総事業費:1,101,035 千円

国庫支出金

事業費

552,000 千円

368,000 千円

事業期間: RI~R4 R1 基本計画 9,735 千円

、 R2 実施設計 49,100 千円

土質調査 5,100 千円

既存建物解体工事 フフ,100 千円

R3 建設工事 552,000 千円

R4 建設工事 3船,000 千円

外構工事 40,000 千円

※既存建物の敗修工事費、備品購入費が別途ある。

920,000 千円

干円

前払金:,4割・中間前払金:2割

県支出金

完成払金:4割(債務負担行為)

財

備考

源

千円

地方債※

内

千円

349,600

訳

その他

千円

一般財源

千円

18,400

(合併特例債)

-46-
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予算説明書

款

1 概要
入所児童の保育環境の向上及び待機児童の解消を図るため、民間保育所の定員増を伴う移転

新築に係る経費を助成するもの。

2 補助率及ぴ基準額
国 2/3、長崎市 V12、事業者 V4①補助率

(2)補助基本額:補助対象経費に2/3 を乗じて得た額と、国が定める基準額を比較し、いずれか
少ない方の額

3

民生費

項

2

目

児童福祉

総務費

3 事業内春

番号

施酘名
【設置主体】

12-1

【補助】児童福祉等施設整備
事業費補助金
民間保育所

虹が丘まめの木保育園
【(福)虹豆会】

事 業

4 予算額 168,804千円(全体事業費X進捗率R3 (90%))

名

設置場所

事業費
①

予算額

虹が丘町
2405-1

整備
内容

231,855

【参考:令和2~3年度 2か年を通した全体事業費】

千円

168β04

補助基本額
②

移転
新築

事業費
①

定員

225,073

釦人一72人

(12厶増

3/12

5

負担割合
(②X補助率)

国 2/3
③

257,617

財源内訳

補助基本額
②

1 661.68

659.42

^"リート造
2階建

150,048

総事業費
①

市ν12
④

着工予定
^

完成予定

250,082

(単位:千円)

千円

231,855

〔鵬禁幻

負担割合
(②X補助率)

令和3年3月
^

令和3年12月

当初予算
計上額
②

国 2/3
③

予算額

⑤
(③十④)

18,756

※1 国補助率保育所等整備交付金補助基本額の2/3
※2 起債充当率地方負担分の80%(交付税措置率一%)社会福祉施設整備事業債

166,721

千円

168,804

市 V12
④

168,804

(単位:千円)

国庫支出金
※1

9/12

補助額
⑤

(③+④)

20,840

財源

千円

150,048

(2/3)

地方債
※2

187,561

8/12

訳

千円

15,000
(80%)

一般財源

千円

3,756

事業者負担額
①一②

V12

-47ー
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施設整備の経過

時期

令和2年4月
~5月

00

内容

市内16区域のうち、①定員増を伴う施設整備は第2期長崎市子ども・子育て支
援事業計画に基づく必要数において、施設整備が必要と見込まれる7区域を対線
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款

予算説明害

3

民生費

1 概要

放課後児童クラブ施設整備に対し、国の補助制度を活用し、その経費にっいて補助する0

63,342千円2 予算額及び事業内客

2

児童福祉費

項

児童福祉
総務費

目

クラブ名
【設置主体】

番号

Chu0 キッズ
クラブ
【(学)渡辺学園】

整備前

施設形態

12-2

学童保育とまち
にこにこクラブ
【(学)岩口学園】

事

【補助】児童福祉等施設
整備事業費補助金
放課後児童クラブ

※面積欄内の()は、専用区画面積

利用定員=(専用区画面積/1.飾")

※登録児童数は令和2年4月1日現在

3 全体事業費

自己所有

施設に
ども園)

業

面積

(市)

名

利用

定員
(人)

96.9

(66.5)

登録

児童数

(人)

予算額

44

クラブ名

整備内睿

Ohu0キッズ

クラブ

千円

63,342

51

2,157

事業費

①

学童保育とまち

にこにこクラブ

面積

(市)

整備後

新設

(事務スペース等を除く生活スペースの面積)

/0.9

補助基本額

②

218.60

(132.48)

利用

定員
(人)

84,000

増設

合言十

4 財源内訳

予算額

(千円)

124.01

(85.97)

42,460

89

予算額

②X3/4

56β04

施設整備の
理由

126,460

42,228

事業費

57

28,152

狭あい化に
伴う施設の
新設

42,228

負担割合(②X補助率)

※1

※2

※3

国V2

21,114

84,456

63,342

国庫補助率

県費補助率

起債充当率

狭あい化に
伴う施設の
増設

21,114

28,152

国庫支出金※1

県V8

63,342

補助基本額(84,456千円)の1/2 〔創設分:子ども・子育て支援整備交付金〕

補助基本額(84,456千円)の1/8 〔創設分:児童福祉関係社会福祉施設整備費補助金〕

地方負担分(10,557千円)の80%(交付税措置率一%)〔社会福祉施設等整備事業債〕

-49-

14,076

42,228

フ,038

市ν8

42,228

県支出金※2

(単位:千円)

事業者負担額

②X V4+(a>・②)

3,519

フ,038

財

10,557

10,557

3,519

源

地方債※3

10,557

内

41,フ72

訳

8,400

21,346

その他

(単位:千円)

63,118

一般財源

小
学
校
区

長
清

戸
町
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ページ

176~

17フ

予算説明書

款

3

民生費

1 概要

子育て支援センター(以下「センター」という。)が未設置となっている「江平.山里区
域」にっいては、センターに活用できる市の既存施設及び民間施設がないことから、当該
区域内にセンターを新たに整備する必要があるため、令和3年度は実施設計業務を行うも
の。

2 事業内容

川件名

②設置予定場所

項

2

児童福祉費

目

児査福祉

総務費

番号

13-1

【単独】児童福祉等施設整備

事業費

子育て支援センター

事 業

③必要な設備

名

実施設計業務委託

長崎市平和町2400番2

(天主公園内の里中野郷会館の解体後の跡地)

交流スペース(60r6以上)、事務室、トイレ・子ども用トイレ、

汰浴スペース・授乳室・湯沸室

約 100げ「(敷地面積:164市)鉄骨造平屋建

3,500 千円

④規模及ぴ構造

⑤事業費

3 財源内訳

予算額

事業費

3,

千円

500

-51-

※こども基金繰入金

4 スケジュール(予定)

令和3年度里中野郷会館解体工事(理財部で実施)

センター建設に係る実施設計

令和4年度センター新築工事

千円

3,500

国庫支出金

千円

県支出金

財源内訳

千円

地方債

千円

その他※

千円

3,500

一般財源

千円
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ページ

176~17フ

款

予算説明書

3

民生費

1 概.要

施設型給付は、保育所、認定こども園、幼稚園を利用した際の給付であり、施設を利用する子どもの3

つの認定区分(※1)によ叺教育・保育に要した費用として、施設へ法定代理受領として施設型給付費を

支給する。

「施設型給付費」=「公定価格」(※2)ー「利用者負担額(保育料)」(※3)

(※1)教育・保育認定子ども

1号認定子ども(教育利用)・一満3歳以上の小学校就学前で保育の必要性がない子ども

2号認定子ども(保育利用)・一満3歳以上の小学校就学前で保育の必要性がある子ども

3号認定子ども(保育利用)・・満3歳未満の小学校就学前で保育の必要性がある子ども

(※2)公定価格

国が定める教育・保育等に係る費用の基準単価であり、基本分単価や各種加算に入所児童数等を乗じ

て施設型給付費として支給する。

(※3)民問保育所にっいては利用者負担額を差し引かず委託費として支弁し、利用者負担額は市の歳入

として本事業に充当。(1号認定子ども、4月1日時点で3歳以上の2号認定子ども及ぴ住民税非課税世帯

の3号認定子どもについては保育料は無償。)

2 事業内容

(1)対象施設数、児童数(毎月初日在籍延べ児童数)及ぴ予算額

項

2

児童福祉費

目

2

児童措置費

番号

1-1

事

民間保育所等施設型給付費

業 名 予算額

千円

14,830,907

施設区分

保

746,375

育

認定こども園

14,830,907

施設数

ノ

所 76

幼

認定区分ごとの児童数(人)

稚

2号認定

※令和2年度までは施設区分毎に予算計上していたものを、令和3年度から1つの事業に統合。

3号認定

46

園

計

小計、

1号認定

2号認定

10

3号認定

42,201

132

小計

35,508

1号認定

フフ,709

小計

23,941

予算額(千円)

27,1 15

19,425

2,818,131

70,481

5,381,058

1 1,120

8,199,189

11,120

1,699,97フ

159,310

1,859,986

2,325,380

5,885,343

-53-

746,375

合



(2)認定区分ごとの児童数及び事業費

認定区分

1号認定

2号認定

3号認定

3 財源内訳

児童数(人)

事 業

千円

14,830,907

35,061

費

※1 国庫負担率

1号認定:基礎額(事業費X73.8%)×1/2

2号認定:事業費XI/2

3号認定:基礎額(事業費一国徴収基準額(※))×56.835%

※2 県負担率

1号認定:全国統一分基礎額(事業費X73.8%)×1/4

地方単独分(事業費一基礎額(事業費X73,8%))×1/2

2号認定:事業費XI/4

3号認定:基礎額(事業費一国徴収基準額(※)).×21.5825%

※3 その他利用者負担額(民問保育所保育料)

(※)国徴収墓準額=1,071,028千円

69,316

54,933

国庫支出金※1

159,310

事業費(干円)

千円

フ,012,998

2,446,352

県支出金※2

4,678,117

財

千円

3,373,440

フ,706,438

14,830,907

源 内

地方債

訳

干円

その他※3

千円

730,337

一般財源

千円

3,714,132

-54-

弄
面合



ページ

178~179

款

予算説明書

3

民生費

1 概要

市立保育所(緑ケ丘・大手・仁田・伊良林・中央)及び市立認定こども園長崎幼稚園(以下「市立保育

所等」という。)において、保育士等の事務負担の軽減を図り、働きやすい環境を整備し、子どもと向き

合う時閻が増え、保育の質の向上にっなげるとともに、保護者の利便性の向上を図るため、保育業務

支援システム(以下「システム」という。)を導入し、事務のICT化を行う。

2 事業内容

①導入するシステムの概要

行政の専用ネットワークである「LGVVAN」及びインターネットを活用したクラウド型システムで、保

育に関する計画や児童に関する記録等を一括管理できるとともに、施設から保護者へ緊急時の連絡

やお知らせの配信を行い、保護者はスマートフォンにて出欠等の連絡や児童の情報を確認すること

ができる。

市立保育所等(6箇所)、幼児課(管理用端末1箇所)②使用場所

(3)使用開始時期令和3年10月~

④システムで行う業務

項

2

児童

福祉費

4

市立保育所等

施設費

目 番号

2-2

事

市立保育所費

ICT化推進費

3-2

業

市立認定こども園費

ICT化推進費

名

出席・欠席連絡、お迎え時間の変更連絡等(※)

予算額

千円

9,106

保育に関する計画作成・管理

千円

1,フ70

-55-

児童に関する記録作成・管理

業務内容

登降園の記録管理

保育料管理

施設から保護者への一斉連絡

保護者から施設への欠席等連絡

全体的な計画、指導案(月案)、年間指導計画・行事予

定、事務日誌、クラス日誌等

※保護者が確認できる情報

保育記録(※X性別・住所、身長・{本重、発達経過記録、

アレルギー等)、午睡チェック(※)、家庭連絡票(※X体

温、排便、食事チェック等)、事故報告書等

児童の登降園記録管理(※)等

詳細

延長保育料の計算等

警報発令時の緊急時メール配信、行事の実施の連絡、園

だより・献立表等のお知らせ配信等(※)



⑤予算額

(内訳)

市立保育所 ICT化推進費

市立認定こども ICT化推進費

内容

インターネット回線開設

システム入・設定費

パソコン・タブレット等

購入費

初期入経計①
フ,043 1,339

(補助対象)

システム利用料(※) 1,512 314

インターネット回線使用料(※) 247 50

消耗品費 304 37167

年間運用経
2,063 2,494431(補助対数外)

計(①+②)
^

9,106 1,フ70 10,876

※システム利用料とインターネット回線使用料は半年分(令和3年10月~令和4年3月)を計上

3 システム導入による効果

①効果の事例

ア保育管理

【現行】 【入後】

①毎日、手書きの連絡を ①保護者のスマートフォンから

保者に手渡している。 連絡帳を確認できる。

<効果>

・手書きでの書類作成等の事務作業が減少し、作成時間が短縮できる。

・職員間での報共有がしやすくなる。

・ヘーパーレス化及ぴ接触機会の軽減が図られる。

イ登降管理

【現行】 【入後】

①児童の登降の時刻を記録 11C力ード等をかざすだけで登降園

できていない。 の時刻が自動で入力される。

②延長保育料を手きした時刻 ②延長保育料の計等を自動的に

により計している。 行う。

<効果>

・児童の登降時刻や出欠状況を自動的に一括管理でき

・延長保育料の計誤り等がなくなる。

・手きでの事務作業が不要になり、事務が軽減される

9,106千円

1,フ70千円

市立保育所
幼児課

Uy1縄晶、〕〔鎧J;為、〕〔;究播晶、1

244

1,67フ

5,122

市立認定こども園

293

1,996

6.093

49

(単位:千円)

合計

319

971

297

1,826

-56-

8,382



ウ保護者との連絡

【現行】

①児童の欠席や遅刻の連絡を

電話で受け付けている。

②保護者へ個別に電話連絡を

行っている。

3お知らせ文響を作成し、保

者へ配付している。

<効果>

・保護者への緊急連絡やお知らせを迅速かつ確実に伝達できる。

・保護者との電話でのやりとりが減少する。

・ペーパーレス化及び接触機会の軽減が図られる。

②事務負担の削減(見込み)

ア保育士の保育事務 1人あたり 1日につき約60分の削減

(ア)記録時間の短縮や転記の手間の削減

(イ)保護者との電話対応時間の削減

(ウ)1C力ード等による登・降園記録の自動化による管理の手間の削減等

イ延長保育料計等の事務 1月につき約6時間の削減(1年:約72時間の削減

(ア)降園時間の記録の手間削減、延長保育料の自動計による時間の削減等

※ア・イによる削減時間数 19β00時間/年

(参考)上記時間数の人件相当額

41,186千円(時間数X正規保育士平均単価2,134円/時間)

【導入後】

①保護者のスマートフォンから

連絡ができる。

②緊急連絡を保護者へメールで

一斉に送ることができる。

また、既読の確認ができる。

③お知らせを保護者のスマート
フォンで確認できる。

4 財源内訳

事業名

市立保育所
ICT化推進

市立認定こども園
ICT化推進

※国庫補助率

事業

千円千円

9,106 2,500

千円千円 干円

5001,フ70

補助基本額の1/2 1施設当たり上限50万円

(国の保育対策総合支援事業補助金)

国庫支出金
※

財

県支出金

千円

源内訳

地方債

千円

千円

-57ー

その他

千円

干円

一般財源

千円

6,606

千円

1,270



システム要図
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市立保育所業務支擾システムソフトウェア賃借

債務負担行為

1 債務負担行為の理由

市立保育所(緑ケ丘"大手・仁田・伊良林・中央)5箇所及び市立認定こども園長崎幼稚園での保育業

務に係る事務負担の軽減を図るため、保育業務支援システム(以下「システム」という。)を導入すること

としているが、安定的な利用や費用面を考慮し、債務負担行為を設定するもの。

市立認定こども園業務支擾システムソフトウエア賃借

事 項

2 システム利用料

市立保育所

市立認定こども園

期

令和4年度から

令和8年度まで

間

令和4年度

※令和7年4月から緑ケ丘・仁田保育所を民問移譲するため2箇所減

3 財源内訳

合計

令和4年度から

令和8年度まで

箇所数

限度額

(設定額)

3,023

令和5年度

626

千円

11,898

3,649

3,023

事業名

市立保育所費
ICT化推進費

令和6年度

626

7

市立認定こども園費
ICT化推進費

3,649

2,826

3,023

令和7年度

事業費

626

7

3,649

千円

11,898

1,891

令和8年度

国庫支出金

千円

2,826

626

7

2,517

938

※5

千円

322

県支出金

計

1,260

財

11,898

千円

源

2,826

千円

内

5

14,724

地方債

千円

訳

千円

その他

千円

千円

一般財源

千円

千円

11,898

千円

2,826

-59-

合



ページ

178~179

款

1 概要

市立中央保育所に設置する石塀及びブロック塀について、現行の建築基準法上の基準を満たして

おらず、擁壁等の老朽化も著しいことから、令和2年7月から改修工事を実施しており、令和3年度に
かかる経費を計上するもの。

予算説明書

3

民生費

項

2

児童福祉費

2 事業内容

①全体計画

アエ事箇所

イ事業期間

ウ事業計画

工総事業費

②工事内容

4

市立保青所等
施設費

目 番号

4-1

長崎市立中央保育所(諏訪町9番22号)

令和2年7月~令和3年5月

塀改修延長135m

69,148千円

事

【単独】児童福祉施設整

備事業費市立保育所

業

塀設置場所

寺町通り側~正面入口側

名

正面入口側~マンション側

予算額

※当該地区は、中島川・寺町地区景観形成重点地区に該当するため、景観に配慮した仕上げを
1テうもの

③令和3年度事業費 37,000千円

千円

37,000

塀改修

延長

裏口側

62m

3 財源内訳

67m

コンクリート塀設置及ぴ塀表面の石塀化粧(※)

擁壁補強、門扉設置など

6m

事業費

目隠しフエンス設置

千円

フ,400

ガードフェンス設置

総事業費69,148千円から、令和2年度支払分の前払金及び

中間前払金の合計32,148千円を差し引いた額

千円

37,000

内容

※社会福祉施設整備事業債充当率80%(交付税措置率一%)

国庫支出金

干円

県支出金

財

千円

源

地方債※

内

千円

29,600

訳

その他

-60-

千円

一般財源
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款

予算説明書

1 概要

妊娠.出産前後の期間は、母親の身体的・精神的変化が著しく不調をきたしやすい時

期であることから、助産師による妊産婦相談支援や、出産後の心身の不調や育児不安の

ために支援が必要となった産婦及び乳児に対し、産科医療機関等において心身のケアや

育児支援等の産後ケアを行っている。

このうち、産後ケアにっいては、近年、核家族化の進行等で産婦の精神的負担が増大

している状況にあることや、低出生体重児等で入院が長期化した場合に必要な産婦

もいることから、支援の必要な母子が利用できるよう利用期間を延長し、支援体制を整

える。併せて、委託料の見直しを行う。

なお、国において、母子保健法が改正され、出産後1年を経過しない女子及び乳児に対

する産後ケアの実施が努力義務化され、令和3年4月1日から施行されることとなってい

る。

2 事業の内容

(1)相談支援 1,379千円

妊娠・出産期特有の相談に対し、電話等による保健指導を行い、状況に応じ、産後

ケア等必要な支援につなぐ。

ア対象、者妊娠期から出産後3か月までの妊産婦

イ実施方法長崎県助産師会へ委託により実施

ウ委託単価電話対応1回 1,400円、訪問1回5,100円(利用者負担なし)

工事業費内訳委託料(電話950回、訪問3回) 1,346千円

その他経費(郵送料等) 33 千円

(2)産後ケア 2,059千円

出産後に心身の不調や強い育児不安等がある産婦及び乳児(入院による治療を

要する者を除く)に対して、市内及び近隣の産科医療機関、助産所に委託して、出産

による退院後の心身のケアや育児の指導等を行う。

保健衛生費

項 目

3

母子保健

対策費

番号

2-4

事

産前産後支擾事業費

業 名 予算額

千円

3,438

-63-

費

4
生衛



ア利用期間、利用回数

利用形態

ショートステイ

イ利用料等

デイケア

利用形態

出産後3か月未満

ステイ

デイケア

現行

出産後4か月未満

※生活保護・市県民税非課税世帯は利用者負担なし(食費は別途負担が必要)

※これまでの利用形態については、母子及び母のみとしていたが、利用状況から、令和
'3年度より母子のみとする。

ウ事業費内訳委託半*ショートステイ34件、デイケア143件) 1,963 千円

[利用期間延長等に伴う拡大分796千円]

その他経費(消耗品・郵送料等) 96 千円

利用期間

1 泊目

2 泊目

利用料

半日

20,350

出産後6か月未満

見直し後

15,125

現行

委託料

出産後1年未満

3 財源内訳

6,600

16,350

12,125

利用者負担額

5,300

事業費

1 回(2 泊 3日まで)

利用回数

4,000

2回

3,000

利用料

千円

3,438

1,300

33,000

見直し後

22,000

国庫支出金※1

※1母子保健衛生費国庫補助金国庫補助率産後ケア(2,059千円)の1/2

子ども・子育て支援交付金国庫補助率相談支援(1,379千円)の1/3

※2子ども・子育て支援交付金県補助率相談支援(1,379千円)の1/3

※3 こども基金繰入金産後ケアの拡大分(796千円)の市負担分

委託料

(単位:円)

8,800

29,000

19,000

利用者負担額

千円

1,488

フ,500

県支出金※2

財

4,000

<参考>産後ケア利用実績等

3,000

源

1,300

千円

459

内

地方債

ショートステイ

デイケア

訳

千円

その他※3

平成
28年度
実績

千円

398

平成
29年度
実績

一般財源

6

37

千円

1,093

平成
30年度
実績

17

121

令和
元年度
実績

27

135

32

令和2年度

予算

126

〔延べ件数〕

-64-

58

実護(12月末)

168

16

103

ショート
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予算説明害

款

4

衛生費

1 概要

新型コロナウィルス感染症の流行により、妊産婦は日常生活等が制約され、自身のみ

ならず胎児・新生児の健康等にっいて、強い不安を抱えて生活をしている状況にある。

とりわけ、感染が確認された妊産婦は、出産後も一定期間母子分雜を強いられるなど、

メンタルヘルズ上の影響が懸念される。また、予定していた里帰り出産が困難となり、家族

等による支援を得られず孤独の中で産祷期を過ごすことに不安を抱える妊婦も存在する。

そのため、国の令和2年度第三次補正予算を活用し、新型コロナウィルス感染症の流行

下における妊産婦への寄り添った支援を総合的に行う。

さらに、里帰り出産等ができず不安を抱える妊産婦に対し、特に産後の育児等支援が必
要な時期にっいては、市の単独事業として育児等支援サービスを追加して提供する。

2 事業内容

(1)・不安を抱える妊婦への分娩前のウイルス検査 52,695千円

容強い不安を抱えている妊婦、又は、基礎疾患を有する妊婦がかかりア内

つけ産婦人科医と相談し、分娩前にPCR等のウイルス検査を受けるた

めの費用を助成する。

イ対象者新型コロナウィルス感染症に強い不安を抱えている妊婦、又は、基

礎疾患を有する妊婦 2,630人

ウ実施方法長崎県医師会と委託契約して実施する。委託機関以外において受

検する場合は、償還払いにより支給する。

工実施件数 2,630 人X1 回=2,630 件

オ委託検査料 20,000円【国庫補助基準額】

50,400 千円@20,000円 X 2,520 件力事業費内訳委託料(検査費用)

2,200 千円扶助費(検査費用償還払い)@20,000円 X 110件

その他経費(消耗品費、印刷製本費、郵送料) 95 千円

(2)ウイルスに感染した妊産婦への支援 959千円

ア内容新型コロナウィルスに感染した妊産婦に対」退院後、妊産婦が希

望した場合、助産師や保健師等が自宅への訪問や電話等により不安

や孤立感の解消、育児技術の提供など寄り添った支援を実施する。

イ対象者新型コロナウイルスに感染した妊産婦 19人

((1)の実施件数X長崎市の 10/27 現在の行政検査陽性出現率

0.72%)

項

保健衛生費

目

3

母子保健
対策費

番号

事

2-6

業

妊産婦新型コロナ
ウイルス感染症
対策費

名 予算額

千円

60,878

-65-



ウ実施方法助産師が訪問などにより、健康面の相談や育児に関する保健指導

等の支援を行う。

工実施件数 19人X4回=76件

オ委託料訪問1回あたり 12,000円(衛生用品費、交通費含む)

力事業費内訳委託料 @12,000円X76件 912千円

その他経費(船車券購入費・郵送料) 47千円

-66-

(3)育児等支援サービスの提供 フ,224千円

ア内容帰省して分娩し、実家からの育児・家事援助等を受けながら産前・産

後期を過ごす予定であった妊産婦は、里帰りが不可となったことにより、

生活面で不安を抱えている状況にあることから、里帰りをしなくても安

心して産前・産後期を過ごせるよう、民間の育児等支援サービスの利

用に係る費用を助成する。

イ対象者里帰り出産等ができなかった妊産婦 60人

ウ実施方法民間の育児等支援サービスを利用した際の利用料を償還払いに

より助成する。

工利用期間出産前後の6か月間

オ利用回数月4回ただし、産後2か月間は月12回の利用が可能。

(市の単独事業として、産後2か月までに里帰りを終了される方が多い

ことから、特に支援の必要な期間とし、週3日程度(月12回)の利用

ができるようにする。)

力実施件数 60人X月4回X6か月=1,440件【国庫補助対象分】

60人X月8 回X2か月=960件【市単独分】

キ.助成額 1回当たり上限 10,000円【国庫補助基準額】

ク事業費内訳扶助費(利用料償還払い)

【国庫補助対象分】@3,000円XI,440件

【市単独分】 @3,000円 X 960 件

その他経費(消耗品費・郵送料)

千円

3,000

3 財源内訳

事 業

※母子保健衛生費国庫補助金

国庫補助率(1)委託料・1夫助費(52,6卯千円)、(2)及び(3)扶助費(4,320千円)の1/2

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(補助)

費

千円

60,878

国庫支出金※

千円

57,878

財

県支出金

4,320 千円

2,880 干円

24千円

源

千円

地方債

内

千円

訳

その他

千円

一般財源
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予算説明書

款

1 概要

不妊治療のうち、医療保険が適用されず、高額な医療費がかかる特定不妊治療(体外

受精及び顕微授精)を受けている夫婦の経済的負担の軽減を図るため、費用の一部を助
成し、子どもを望む夫婦への支援を行っている。

今般、国が不妊治療の保険適用を検討し、令和2年度第三次補正予算において保険適
用までの間、現行の助成制度を大幅に拡充したことから、国と同様に支給要件及ぴ助成
金を拡充することで、治療に係る経済的負担の更なる軽減を図り、治療が必要な夫婦を広
く支援する。

2 事業内容

(1)支給要件

・支給対象者を事実婚の夫婦まで拡大

中吊号制限の撤廃

"助成回数を通算回数から、子ども1人を出産するごとに回数をりセツト

保健衛生養

項 目

3

母子保健

対策費

番号

-67ー

事

3-4

業

特定不妊治療助成費

名 予算額

千円

108,570

対象者

指定医療機関で特定不妊治療を

受けた法律上の婚姻関係にある

夫婦

所得制限

現行

対象年齢

730万円未満(夫婦合算の所得)

助成回数

合も

通算6回

(妻が40歳以上で初回治療を開

始した場合は3回)

指定医療機関で特定不妊治療を受

けた夫婦

妻

見直し後

(法律婚、事実婚をr

43歳未満、夫

子ども1人につき6回

制限なし

制限なし

(妻が40歳以上で初回治療を開始

した場合は3回)

ない。)

※妊娠12週以降に死産に至っナ

1人とみなす。

費

4
 
.
生衛



(2)助成金

・1回の治療(男性不妊治療も含む。)1こ対する助成金を一律30万円に変更。(ただし、

採卵を伴わない凍結脛移植及ぴ採卵したが卵が得られない等で治療を中止した場合の

助成金は一律10万円。)

新鮮旺移植を実施(採卵を含
む。)

治療内容

助成金

上限額

(1回あたり)

採卵から凍結脛移植に至る
一連の治療を実施

以前に凍結した旺による脛移
植を実施(採卵を含まない。)

体調不良等により移植のめど
が立たず治療終了

受精できず、又は1丕の分割停
止などの異常授精等による中
止

現イテ

(初回)

(2 回目以降)

採卵したが卵が得られない、
又は状態のよい卵が得られな
いため中止

3 事業費

(1)扶助費(助成金) 108,500千円

内訳 300千円X296件=88,800千円

100千円X197件=19,700千円

(2)需用費(消耗品費) 20千円

(3)役務費(郵送料) 50千円

4 財源内訳

精子を精巣又は精巣上体か
ら採取するための手術を実施
(男性不妊治療)

300,000円

150,000円

75,000円

見直し後

(初回)

(2 回目以降)

300,000円

300,000円

150,000円

100,000円

事

(初回)

(2 回目以降)

75,000円

業

千円

108,570

※安心こども基金事業費補助金県補助率 1/2

費

300,000円

300,000円

150,000円

国庫支出金

100,000円

300,000円

千円

財

県支出金※

源

千円

54,285

内

その他

訳

干円

一般財源

-68-

千円

54,285



【参考1

1 助成件数及ぴ助成金の推移

助成件数
(延件数)

平成30年度

(実績)

助成金
(千円)

令和元年度
(実績)

354

62,025

2 治療実績内訳

397

当初予算

65,400

新鮮旺移植を実施

令和2年度

採卵から凍結既移植に至る一連の治療を実施

治療内容

372

12月末実撹

64,575

以前に凍結した脛による旺移植を実施

体調不良等により移植のめどが立たず治療終了

241

補正予算後

受精できず、又は旺の分割停止などの異常授精等による

中止

41,175

採卵したが卵が得られない、又は状態のよい卵が得られ
ないため中止

令和3年度
(当初予算)

388

精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術を実施
(男性不妊治療)

72,300

平成

30年度

493

108,500

〔単位:件(延べ件数)〕

令和

元年度

55

助成件数合計

140

令和

2年度
(12月末)

141

55

128

4

173

14

28

ノ

101

0

5

103

30

0

354

5

7

397

0

241

-69-
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1 概要

予防接種法に基づき実施される定期予防接種のうち、骨髄移植等の医療行為を受けたこ

とにより、予防接種で得た免疫が失われた者が、感染症予防の観点から、ワクチンの再接種

を行う場合は、接種費用が自己負担となり、保護者にとって経済的にも負担となってぃること

から、その費用の助成を行うもの。

2 事業内容

①対象者

ア骨慌移植等の理由により、接種済みの定期予防接種の効果が期待できず、再接
種が必要と医師が認める者。

イ予防接種の再接種を受ける日において、20歳未満である者。

ただし、一部の予防接種については、長期療養特例(※)の接種年齢の上限に
あわせて再接種可能な年齢上限を設ける。

※長期療養により、接種対象年齢の間に接種を受けられなかった者が、療養後
に定期接種として接種できるもの。

②対象の予防接種

接種済みの定期予防接種でイ次の表に掲げるもの。

款

4

衛生費 保健衛生費

項 目

4

予防費

番号

2-4

事 業

予防接種再接種費

名 予算額

千円

905

結核(B CG)

小児の肺炎球菌感染症

ヒブ感染症

四種混合

(ジフテリア、破傷風、百日せき、ボリオ)

種

区

二種混合(ジフテリア、破傷風)

日本脳炎

麻しん風しん混合

類

分

ヒトパピローマウイルス感染症(子宮頸がん)

※ロタウィルス感染症については、安全性の面から接種対象となる期間(出生
6週から'32週まで)が限定されているため、対象外。

③助成金

再接種に要した費用。(再接種を受けた日の属する年度の定期予防接種委託単価
を上限)

水痘

B型肝炎

接種回数

長期療養特例に
よる接種可能な

年齢上限

4

4

4歳未満

r

4

6歳未満

10歳未満

4

巧歳未満

2

3

2

3

ーフ0-



④支給方法

助成対象者の保護者等からの申請に基づき、償還払いにより支給する。

【単位:千円】3 事業費内訳

扶助費(助成金)@286千円X3人

事務費(郵送代等)

区

4 財源内訳

事

分

業 費

※こども基金繰入金

計

千円

905

国庫支出金

予算額

千円

県支出金

財

858

千円

源

47

905

地方債

内

千円

訳

その他※

千円

905

一般財源

千円

ーフ1-

合
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款

1 概要

伝染のおそれがある疾病の発生及ぴまん延を予防するため、予防接種法に基づく定期

予防接種として、ジフテリア、破傷風、百日せき、ポリオ、結核(BCG)、日本脳炎、麻しん、

風しん、ヒブ感染症、小児の肺炎球菌感染症、ヒトパピローマウィルス感染症(子宮頸が

ん)、水痘、B型肝炎、ロタウィルス感染症(令和2年10月開始)の予防接種を行っている。

また、ヒトパピローマウィルス感染症(子宮頸がん)予防接種につぃては、令和3年度か

ら対象者やその保護者が情報不足により接種機会が失われないよう、接種にっいて検

討・判断するための必要な情報の個別送付を開始する。

4

衛生費 保健衛生費

項 目

4

予防費

番号

2 事業内容

(1)定期予防接種一覧及ぴ予算額内訳

事

2-5

業

定期予防接種費

名

四種混合

(ジフテリア、破傷風、百日せき、ポリオ)

予算額

二種混合(ジフテリア、破傷風)

区

結核(BCG)

千円

763,449

日本脳炎

分

麻しん風しん混合

ヒブ感染症

小児の肺炎球菌感染症

ヒトパピローマウイルス感染症(子宮頸がん)

水痘

単価

(円)

B型肝炎

ロタウイルス感染症a価)※

接種件数

(件)

ロタウイルス感染症(5価)※

1 1,253

接種不可料

4,504

扶助費(県外での定期接種分)

10,734

9,108

事務費(印刷製本費等)

予算額

(千円)

フ,91 1

2,732

1 1,335

※令和2年10月1日から定期予防接種として開始。

ーフ2-

120,790

2,553

8,547

14,327

1 1,913

12,305

5β92

16,154

23,253

10,453

113,341

10,758

ノ」、

10,357

66,786

6,796

14,278

89,342

800

計

5,509

123,383

9,856

フ,422

12,923

計

3,624

59,266

2,340

50,440

51,743

23,063

1,297

747,932

3,352

12,165

763,449

接
種
委
託
料

合



(2)ヒトパピローマウィルス感染症(子宮頸がん)予防ワクチン情報の個別送付の開始
対象者やその保護者が情報不足により接種機会が失われないよう、接種にっ

いて検討・判断するための必要な情報の個別送付を開始する。

ア接種対象者小学6年生から高校1年生の女子

イ送付時期令和3年4月予定

※令和3年度にっいては全対象者及びその保護者に送付する。

ウ接種実績(延べ件数)

※H25.6月に積極的な接種勧奨を差し控えるよう、国より勧告あり。

財源内訳3

H25

596

事

H26

業

45

千円

763,449

費

※保険料個人負担金

H27

33

国庫支出金

H28

15

千円

H29

県支出金

財

42

H30

千円

源

76

地方債

内

RI

181

千円

訳

R2.12 末

その他※

259

千円

10

一般財源

千円

763,439

ーフ3-
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款

予算説明書

10

教育費

項

1 概要

子どものための安全・安心なまちづくりの実現を目的とする子どもを守るネットワーク推進事業費

補助金(以下「ネットワーク補助金」という。)及ぴ地域における青少年健全育成活動の振興を図る青

少年健全育成活動事業費補助金(以下「育成協補助金」という。.)につぃて、地域の意見を踏まえて

より実態に即した形で使いやすい補助金とし、活動の活性化を図るため、補助制度の見直しを行う。

2 補助制度の見直しの内容

(1)見直しの理由

・育成協補助金の体験活動費に係る補助率が1/2であるため、行事を実施するためには予算総

額の半分を育成協以外の団体等から自主財源として確保しなけれぱならず、資金集めに苦慮し

ている。そのため、事業実施を断念する状況もある。

・育成協補助金のーつの体験活動に対する補助上限が10万円であるため、それを超えるものに

ついては、ネットワーク補助金を活用して事業を実施する場合があり、補助金の区別がなくなって

きていることや、育成協の1/2補助の裏負担となっている状況がある。

・育成協補助金は補助率1/2であり、ネットワーク補助金は補助率10/10というように、同じ地

域の行事への補助金であるのに補助率に違いがある。

(2)見直しの内容

ア子どもを守るネットワーク推進事業費補助金

6

社会教育費

目

5

青少年育成費

番号

10/10

事

1-1

業

子どもを守るネット

ワーク推進費

1-3

名

青少年健全育成

活動費補助金

予算.額

千円

4,758

13,500

巡回活動

活動

の種類

情報交換会

危険箇所点検、巡回パトロ
ール、強調月間パトロール

(7月に実施する啓発的な
パトロ」ル)

現行

交流活動

補助額

パトロール等の活動を通し
て得た情報等を、ネットワ
ーク内で共有する。

補助率

地域内の住民同土が交流
し、地域の連携を強めるた
めの活動等。
15万円

(日常的な活動は3万円以上)

巡回活動

情報交換会

10/10

改正後

(現行のまま)

(廃止)

パトロール等の活動を通し

て得た情報、地域の各団体
から提供された情報等をネ
ツトワーク内で共有する。

ーフ4-
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イ青少年健全育成活動事業費補助金

補助金
の種類

補助額

日常活動費
補助金

補助率

補助金
の種類

あいさつ運動、防犯活動等
の日常的な小規模活動に
要する経費

現行

中学校区12万円

小学校区 6万円

補助額

体験活動費
補助金

補助率

3 事業内容及ぴ予算額

(1)子どもを守るネットワーク推進費予算額:4,758千円

ア子どもを守るネットワーク代表者会開催及び強調月間パトロール実施に係る経費 68千円

消耗品費・郵送料・会場借上料等

イ子どもを守るネットワーク推進事業費補助金 4,690千円

@70,000円 X67 小学校区=4,690,000円

(2)青少年健全育成活動費補助金予算額:13,500千円

ア対象学校区:54校区

運営費@50,000円 X54 校区=2,700,000円

計 13,500,000円事業費@200,000円 X54校区=10,800,000円

4 財源内訳

10/10

運動会、キャンプ等の体験
的な活動に要する経費

20万円

a活動10万円上限)

運営費
補助金

1/2

改正後

総会、会議等の育成組織

の運営に要する経費

事業費
補助金

5万円

10/10

運動会、キャンプ、あいさつ
運動、防犯活動等の事業
に要する経費

事業名

20万円

子どもを守る

ネットワーク

推進費

10/10

青少年健全

育成活動費

補助金

事業費

4,758

国庫支出金

13,50013,500

財

県支出金

源 内

その他

訳

(単位:千円)

一般財源

4,758

ーフ5-
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